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1  ᶍ  

 

1 .1   

公共事業のために用地を取得又は使用する際、これに伴って生じる損失に対する補償金額

（移転に必要な費用）を算定する必要があるところ、その算定に当たって、取得対象の土地に

係る物件（建物等）の現地調査が行われている。現地調査においては、対象物件の敷地や建

物内に立ち入り、隅々の寸法を測って図面を作成する等の作業を行っているが、調査完了に

数時間を要することもあり、調査に立ち会う者（物件の所有者等）に生じる時間的拘束や精神

的な負荷の軽減が目指されている。 

そのため、本検証においては、現地での物件調査において、光によるリモートセンシングで

ある L i DAR （Light Detection And Ranging ）測定により建物の簡易 BIM モデル1

を作成するクラウドサービス「Re :BIM （リービム）」や、3 D レーザースキャナ、BIM ソフトウ

ェア、360 度カメラ、画像判定 AI 等のデジタル技術を活用することにより、調査実施者及び

調査に立ち会う者の負担軽減に資するか否か、目視や巻尺等のアナログ的な手法での調査と

比較した場合の測定値の精度及び補償金額の算定等への影響の有無について検証する。 

 

1 .2  ֩  ֪

本検証では、埼玉県において実施されている公共用地の取得又は使用（土地の取得・建物

移転等）に伴う一般補償における物件調査の業務を対象とし、具体的には、表 1 の例規に基

づく一般住戸を想定した調査業務におけるデジタル技術の代替可能性を検証する。 

なお、本検証では、埼玉県の例規に基づく調査業務を対象としているが、一般補償に関し

ては、地方公共団体等は、「公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱」（昭和37 年 6 月 29

日閣議決定）等に基づき、同要綱に準じて損失補償に係る具体的な手続等の規程を定めてい

ることから、各地方公共団体等における調査業務の内容や補償基準は概ね共通している。 

 

1  ᶍ ᶇ  

業務の概要  関連規定 

物

件

調

査 

測定等 建物及び工作物を対象とした寸法の調査が必要であ

り、次のとおり測定等する。 

・長さ、高さ等の測定単位は、メートルを基本とし、小

数第 2 位（小数第3 位を四捨五入）とする。 

・面積に係る測定は、原則として、柱又は壁の中心間

で行うこととする。 

・建物等の構造材、仕上げ材等の厚さ、幅等の測定

は、原則として、ミリメートルを単位とする。 

・事務取扱要綱 2第 20

条第 1 項、第22 条、

第 24 条第 3 項  

・工作物調査算定要領第

6 条  

 

 

 

  
立竹木のうち庭木等を対象に、次のとおり、庭木の区

分・種類に応じて、幹周、樹高、幹高、葉張、葉長点高、

玉周等を測定する。 

・事務取扱要綱第 20

条第 1 項、第 25 条  

・立竹木調査算定要領  

 
1  LiDAR 測定により生成した3D モデルを加工調整し、建具・設備・仕上等の属性情報を付

与したもの 
2  埼玉県が定める「埼玉県県土整備部・都市整備部用地事務取扱要綱」 
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【測定単位】 

・幹周、胸高直径は、センチメートル（小数点以下第1

位を四捨五入）とする。 

・樹高、幹高、葉張、葉長点高及び玉周は、メートルと

し、小数点以下第1 位（小数点以下第2 位四捨五入）

までとする。ただし、庭木等のうち株物類等につい

ては、センチメートル（小数点以下第1 位四捨五入）

とする。 

 

【測定方法】 

・幹周は、樹木の地上1．2 m の部分で測定する。 

・葉張は、当該樹木の主要な樹形を形成する枝先まで

の徒長枝を含まない幅とする。 

・幹高は、当該樹木の幹の最上部までの高さとする。 

・葉長点高は、樹冠の最上葉の先端から根鉢の上端ま

での垂直高とする。  

第 3 条第 1 号  

  

種類・

数量の

把握 

建物及び工作物、附帯工作物の調査においては、数量

を把握し、記録する。 

・事務取扱要綱第 20

条第 1 項、第 22 条、

第 24 条第 3 項  

・工作物調査算定要領

第 6 条  

立竹木の調査においては、樹種を把握し、記録する。 ・事務取扱要綱第 20

条第 1 項、第 25 条  

・立竹木調査算定要領

第 3 条第 1 号  

図面等作成 井戸、給排水設備、屋外のガス設備、庭石、庭園、立竹

木、自動車の保管場所等の配置を調査し、原則として

縮尺 100 分の 1 により建物等配置図を、原則として

所有者ごとに作成する。 

・事務取扱要綱第 20

条第 1 項、第 21 条  

木造建物については、調査終了時に所定の様式・基準

を満たす調査表及び図面を作成するとともに、外部・

屋根、各室、造作・建築設備及び建物附随工作物を撮

影した写真台帳（撮影の位置、方向及び写真番号の記

載を要する。）を作成する。 

・事務取扱要綱第 20

条第 1 項、第 22 条  

・積算要領3第 20 条

第 2 項、第 21 条  

附帯工作物については、所定の調査表及び附帯工作

物配置図、附帯工作物の詳細図、写真撮影方向図を

作成する。 

・事務取扱要綱第 20

条第 1 項、第 24 条

第 3 項  

・工作物調査算定要領

第 10 条  

・附帯工作物調査算定

要領第 4 条第 1 項、

第 5 条、第 6 条  

立竹木については、庭木等、用材林、薪炭林、収穫樹、

竹林及び苗木等に分類し、調査終了時に所定の様式・

基準を満たす算定書又は調査表を作成する。また、立

竹木配置図（庭木等）、標準地位置図等（用材林）、写

真撮影方向図、その他必要な図面を作成する。立竹木

の写真を撮影し、所有者ごとに写真台帳を作成する。 

・事務取扱要綱第 25

条  

・立竹木調査算定要領

第 5 条、第 6 条、第 7

条   

 

 
3  埼玉県が定める「建物移転料算定要領」に基づく「別添一の一 木造建物調査積算要領〔軸

組工法〕」 
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上記のとおり、デジタル技術による代替を検証する対象業務は、木造建物、工作物、立竹木

等に関し、手作業で調査（測定）を行い、その結果を記録した調査表や図面、写真台帳等の成

果物を作成する業務であるが、最終的には、調査結果を踏まえて補償金額の算定が行われる

ため、本検証においては、デジタル技術を用いた手法が補償金額の算定に及ぼす影響を評価

するほか、技術の実用性についても評価する。 

 

1 .3   

実際に補償調査の業務を委託している埼玉県とも協議をし、前述の対象業務をデジタル技

術によって代替することができるのか、また、代替するに当たってどのような機能や性能が

必要となるかを検証するために、以下の 3 通りの手法を比較する検証を行った。 

 

2  ᶍ  

手法 概要 

従来手法 補償コンサルタント事業者が現状採用している方法による物件調査

を行う。具体的には、調査員が目視やコンベックスを用いて建物・工作

物・庭木を測定し、その配置も含めて野帳へ記入するとともに、確認用

の写真を多数撮影した。 

その後に CAD を用いて、積算要領や各種様式等に則した図面作成

を行うとともに、補償対象物件を構成する建物・工作物・立竹木の各種

数量を所定の数式を用いて算出し、事業者が独自に開発した補償算定

システム（M icrosoft  Excel ）に値を代入して金額算定を行った。 

検証対象手法①  

 

i P ad  P ro 用の L i DAR アプリ「Re :BIM 」を用いて建物内部をスキ

ャンし、各部屋の情報や建具・住宅設備オブジェクト4等を入力して簡易

BIM モデルを作成するとともに、確認用の写真を 360 度カメラで撮

影して簡易BIM モデルと連携させた。 

工作物と庭木は現地調査の記録に基づいて Re :BIM の外構部分に

入力した。また、庭木については、検証実施時に撮影した画像を、樹種

判定 AI （M icrosoft の A zure  AI  C ustom  V ision で作成）に読

み込ませて、樹種判定の精度を検証する実験を行った。 

その後に簡易 BIM モデルから各種図面（配置図、平面図、設備関連

プロット図）を作成するとともに、簡易 BIM モデルから数量情報・仕上

げ情報等を抽出し、損失補償算定標準書 5をベースに作成したアイテム

マスタ（単価情報）と突合して、補償金額を算定した。 

なお Re :BIM で採用しているA pple の API は室内の測定に特化

しているため、測定が困難な外壁・屋根・玄関ポーチ6等の面積や屋外設

備の数量は検証対象手法②の数値を用いた。また不可視部分（地中の

隠蔽配管等）は、L i DAR やレーザースキャナによる測定・モデル化や、

写真からの推定が難しく、アイテムマスタとの突合もできないため、従

来手法の補償算定システムを併用した。 

検証対象手法②  検証対象手法①ではデータ化できない建物外部、外構の測定を目的

とし、地上設置型のレーザースキャナを用いて点群データを取得した。

 
4  和室の建具・内装等で Re:BIM に該当オブジェクトがない場合は、近いもので代用した。 
5  本検証事業の推進を目的として埼玉県から貸与された、用地補償算定業務の実行に必要

となる算定方法、標準歩掛、単価等が記載されている一連の図書の総称 
6  玄関ポーチは簡易 BIM モデルに含めることも技術的には可能である。 
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地上からでは視認できない屋根上部等の死角については、高所撮影用

の三脚を併用した。また検証対象手法①と同様に 360 度カメラで建物

内部、外部、外構の写真を撮影した。（BIM モデル作成における参考資

料として撮影したもので、検証対象手法①とは異なり BIM モデルと写

真の直接的な連携は行っていない。） 

その後に点群データを専用ソフトウェアで変換してBIM ソフトに読み

込み、BIM モデルで検証対象物件を再現するとともに、各種図面（配置

図、立面図、屋根伏図、外壁求積図）を作成した。 

補償金額の算定においては、Re :BIM では測定困難な外壁・屋根・玄

関ポーチ等の面積や屋外設備の数量について BIM モデルから算出し

た数量を用いることによって検証対象手法①を補完した。 

 

1  ᶍḝḵ  ᴻ
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1 .4  ᶍ  

検証を実施した場所は、以下のとおりである。 

 

3   

場所 埼玉県 

対象物件 ・木造 2 階建て住宅一棟（軸組工法） 

・建築面積 73 ㎡ 

・延床面積 103 ㎡ 

状況 ・用途廃止済み（住居として使用していない） 

・障子、カーテン、照明器具、アンテナ等の一部の造作あり 

・電気、水道は使用不可の状態 

選定理由 ・補償対象物件となることが多い、規模や間取りが一般的

な住宅であること 

・ブロック塀、カーポート等の工作物や庭木が良好な状態

で存置されていること 

 

2    3   1  

  
 

4   1  

 

5   2  
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6   1 ḐᶹḴ 

 

7   ᷀ᴻḥᴻḐ 
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1 .5   

 

1 .5 .1  実施体制 

本検証においては、スターツアセットマネジメント(株)、(株)ランド・コンサルタント、スター

ツ CAM (株)、(株)スターツ総合研究所の 4 社での共同事業体「スターツ&ランド・コンサル

タント共同事業体」を構成し、各社の専門性を活かして検証を行った。 

 

10  ᶍ  
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1 .5 .2  実施スケジュール 

本検証では、現地調査やその結果を踏まえた分析について、以下のスケジュールで行った。 

 

11  ᴴ ᶍḁ᷆Ḁḭᴻḳ 

  

 

10Ὦ 11Ὦ 12Ὦ 1Ὦ
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ᴦ τḩβϥӪᾋῖḊ
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(ГϼЛкЅ˔ ʾϯЗкϽṛ Ḝ χ ᾠ )

‮☼ם

Ὧ

₰

︣

ᾁ

︣

ᾁ

︣

ᶓ
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2  ᶍ  

 

2 .1  ᶍ  

本検証で活用した技術・製品・サービス等の詳細、及び具体的な活用方法は以下のとおり

である。 

 

① 「 ᶊᶧᶪ 」で活用した技術・製品・サービス等 

 

4  ᷿ḁḎḨᶍ  

①  名称  補償算定システム （M icrosoft  Excel ベース） ※非売品 

② 活用方法の概要  M icrosoft  Excel で作成した表計算システム。補償コンサル

タントの業務で求められる成果品を模しており、補償対象物件の

調査時に取得した建物・工作物・立竹木等の品目・分類・数値等

を入力して、積算要領等に則って構築した数式・マクロ等により

補償金額の算定を行う。 

③   製造・開発事業者 

の名称、本社所在地 

株式会社ランド・コンサルタント 

東京都豊島区北大塚二丁目 27 番 3 号 

 

※M icrosoft  Excel は日本マイクロソフト株式会社が開発 
  東京都港区港南 2 丁目 16 番 3 号  品川グランドセントラルタワー 

 

 

② 「 ӡ」で活用した技術・製品・サービス等 

 

5  Re : BIM ᶍ  

①  名称  Re :BIM  

② 活用方法の概要  i P ad  P ro の L i DAR 機能（光によるリモートセンシング）で屋

内をスキャンし、建具・住宅設備や壁の仕上げ情報等を入力する

ことで 3 D の簡易 BIM モデルを作成する。簡易 BIM モデルか

ら算出した各種数量を、単価情報等が含まれるアイテムマスタと

突合することで、賃貸住宅の退去修繕や、リフォームの見積もり

作成等が効率化できる。 

 

▼スペック 

測定モード： マンションモード、戸建てモードの 2 つ7  

測定面積  ： 1 回当たり 5 分以内（100 ㎡程度） 

         部屋ごとに個別測定したデータを統合可能 

測定単位  ： ミリメートル 

測定精度  ： 目安として平均誤差3％程度 (使用環境等による)  

互換性   ： PDF / PPT / JSON / gl TF にエクスポート可能 

               gl TF 経由での DXF への変換、及び 

               JSON 経由での RVT への変換も技術的に可能 

 
7  戸建てモード：木造戸建住宅（３階建まで）の内部を測定するモード。外構・屋根の入力や 

910mm モジュールに寸法をフィットさせる機能等が使用できる。 

 マンションモード：マンションの住戸内を測定するモード。外構やモジュール制約はない。 
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▼使用環境 

L i DAR アプリ   ： i P ad  P ro （11 インチ） 第 2 世代以降 

                       i P ad  OS バージョン：17 .0 以上 

インターネット端末 ： 上記の i P ad  P ro 又は 

         Windows 1 1 搭載 PC  

ブラウザ           ： G oogle  C hrome 最新版 

 

※L i DAR 測定時は、部屋の明るさが50 ルクス以上必要 

  光量不足の場合は、別途光源を用意する必要がある。 

※5 分を超える長時間の連続測定は、i P ad  P ro が発熱したり、 

アプリが強制終了したりする可能性がある 

 

▼特徴 

主な機能： 

¶ Li DAR 測定に基づく部屋の 3 D モデル化 

¶ モデルのクラウドへのアップロード・加工調整 

¶ 室内で撮影した写真とモデルの連携 

¶ 修繕用の部材・単価をテンプレート化して修繕箇所の数量と

連携させ見積書を作成 

¶ 図面・パースの出力 

¶ 梁の入力サポート、建具の自動分類 

ユースケース ：  

¶ 受注未確定なリフォーム・修繕の見積もり作成を大幅に省力

化できる（試算より約63 ％減）。 

¶ 感覚的に操作可能な UI となっており、デジタルツールが苦

手な人がいる現場でも使用可能。 

¶ 一度作成したモデルは建物の存続期間中は何度でも再利用

可能で、修繕履歴も確認できる。 

 

※本検証に対応するため、360 度パノラマ写真と 

簡易 BIM モデルを連携させる機能と、戸建てモードで外構

仕様（附帯工作物・庭木等）を入力できる機能を追加した。 

③  製造・開発事業者 

の名称、本社所在地 

以下の 2 社による共同開発 

▼スターツアセットマネジメント株式会社 

東京都中央区日本橋 3 - 1 - 8  スターツ日本橋ビル6 F 

▼株式会社マリエッタ 

東京都台東区浅草橋 5 - 5 - 5  キムラビル4 F 

④  Web サイトのURL  https :// rebim . jp / lp  

⑤  写真・画像・図 12  L i DAR ᶷḟḲᶊᶧᶪ ֩ᶹḩᴻḀ֪ 

 

https://rebim.jp/lp
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13  Ḟḱᶻ᷾ᶆᶍ ⌐ BIM Ḫḏḳᶍ ֩ᶹḩᴻḀ֪ 

  
 

14  Ḟḱᶻ᷾ᶆᶍ ֩ᶹḩᴻḀ֪ 

 マークは写真撮影の位置・方向を示す（ピン機能）

 
 

 

6  I nsta 360  X 4 ᶍ  

①  名称  I nsta 360  X 4  

② 活用方法の概要  360 度全方向をパノラマ撮影できるカメラ。コンパクトで軽量

（約200 g）、バッテリー容量や動作温度、防水性等に優れ、屋内

外での現地調査に適する。Re :BIM の追加機能により、撮影し

た写真は簡易 BIM モデルと連携させ、その場所から見える屋内

外の様子を確認できる。 

 

▼スペック 

重量       ： 203 g  

サイズ      ： 幅 46  x 高さ 123 .6  x 奥行き 37 .6 mm  

センサーサイズ ： 1 / 2 インチ 

絞り             ： F1 .9  

最大解像度     ： 約 72 メガピクセル 

互換端末     ： i P ad  P ro はすべて互換性あり 
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▼活用上の留意事項  

動作温度    ： - 20 ℃ 〜 40 ℃ 

防水性能    ： 10 m 防水 

稼働時間    ： 連続動画撮影で 135 分 

           静止画撮影では更に長時間使用可能  

画像形式    ： 撮影した画像は insp という独自形式で 

保存されるため、jpg 形式に変換する場合は 

メーカー提供のアプリを用いる。 

▼特徴 

主な機能・利点： 

¶ 360 度パノラマ写真が撮影可能 

¶ 6 軸ジャイロセンサーによる手ぶれ補正機能、 

水平維持機能、AI ノイズ低減機能を搭載 

¶ Wi - F i 経由で遠隔操作が可能 

ユースケース ： 

¶ 公共用地の取得に伴う物件調査において、室内の状況や 

建物の外観、外構の工作物・立竹木の位置などを事後的に

チェックする際に有用な 360 度パノラマ写真が撮影できる 

③  製造・開発事業者 

の名称、本社所在地 

ARASHI  VISION  INC . 

（日本法人：I nsta 360  Japan 株式会社） 

東京都中央区入船 2 丁目 3 番 7 号 築地イーストスクエア 4 F  

④  Web サイトのURL  https :/ / www . insta 360 .com / jp / product / insta 360 - x 4  

⑤  写真・画像・図 15  I nsta 360  X 4 ᶇḙḖḱḦ ֩ᶹḩᴻḀ֪ 

  
※画像は製造元 Web サイトより引用 

 

7  AI ᶍ  

①  名称  樹種判定 AI  ( A zure  AI  C ustom  V ision )  

② 活用方法の概要  立竹木の種類判定は、補償コンサルタント業務を行う者にとって

必須のスキルであるが、現場で問題なく判定できる程度に熟達

するためには、普段から植物図鑑を精読し、公園や植物園等で

数多くの樹木を見て判定の訓練をする等、長い時間をかけて研

鑽を重ねる必要があり、特に若手にとっては苦手になりやすい

分野である。今回は、海外のオープンデータを使って、補償業務

での登場頻度が高い 2 2 種類（対象物件に存在する3 種類の樹

種を含む）の庭木の樹種判定に特化した画像分類 AI をテスト開

発した上で、検証実施現場で撮影した写真を使って精度検証を

行い、補償コンサルタント業務のアシストになりうるレベルの AI

が作成可能かどうかを検証した。 

 

https://www.insta360.com/jp/product/insta360-x4
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▼使用環境  

 A zure がサポートするWeb ブラウザが必要。8  

 

▼特徴 

・  静止画を読み込ませることで、22 種類の樹種から近いもの    

をリコメンドする機能がある。（P robability も提示） 

・ A zure  AI  C ustom  V ision で開発したため 

API として利用することも技術的には可能である。 

 

▼活用上の留意事項  

・  対象外の樹種を判定することはできない。 

・ 試作品であり、精度検証を要する。 

・ 本検証の終了後は廃棄する予定である。 

③  製造・開発事業者 

の名称、本社所在地 

スターツアセットマネジメント株式会社 

東京都中央区日本橋 3 - 1 - 8  スターツ日本橋ビル6 F 

 

※A zure  AI  C ustom  V ision は日本マイクロソフト株式会社 
東京都港区港南 2 丁目 16 番 3 号  品川グランドセントラルタワー 

④  Web サイトのURL  https :// azure .microsoft .com / ja - jp / products / ai -

services / ai - custom - vision  

⑤  写真・画像・図 16  A zure  AI  C ustom  V ision ᶆ ᵶᵾ 

Ḫḏḳᶊᶧᶪ ֩ᶹḩᴻḀ֪ 

 
 

 

17  A zure  AI  C ustom  V ision ᶆ ᵶᵾ 

Ḫḏḳᶊᶧᶪ ֩ᶹḩᴻḀ֪ 

 

 
8

h t tps : / / l ea rn .m ic roso f t . com/ j a - j p /azu re /a zu re - po r t a l /a zu re - po r ta l - sup po r t ed - bro wsers - dev ices  

https://azure.microsoft.com/ja-jp/products/ai-services/ai-custom-vision
https://azure.microsoft.com/ja-jp/products/ai-services/ai-custom-vision
https://learn.microsoft.com/ja-jp/azure/azure-portal/azure-portal-supported-browsers-devices
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8  S caniverse ᶍ  

①  名称  Scaniverse  

②  活用方法の概要  Li DAR 測定、フォトグラメトリ(写真測量 )、又は G aussian  

Splatting （複数の画像等から 3 D シーンやモデルを生成する

技術）により、周辺空間の 3 D 形状をデータ化するスマートフォ

ン・タブレット用のアプリ。N iantic 社が 2021 年に開発元の

T oolbox  AI 社を買収して以降は無料で利用ができる。 

 

本検証では、現場の外構を L i DAR 測定して点群を取得し、その

点群を天頂方向からのスクリーンショットで画像化した上で、

Re :BIM に背景画像として読み込んで簡易 BIM モデルに重

ね、工作物の位置を特定して精度高く入力するために使った。9  

 

▼使用環境  

対応機種10：i OS  14 .0 以降、又は i P ad OS  14 .0 以降で 

A 12  B ionic チップ以降を搭載したデバイス 

データ生成：すべてデバイス内で行われる。クラウドは使用せず 

        に実行可能なためインターネットアクセスも不要 

 

▼活用上の留意事項  

L i DAR の測定距離は、基本的に 5 m 以内11である。 

③  製造・開発事業者 

の名称、本社所在地 

株式会社ナイアンティック 

東京都港区北青山 1 丁目 2 番 3 号青山ビルヂング7 階 

④  Web サイトのURL  https :// scaniverse .com /  

⑤  写真・画像・図 18  S caniverse ᶍ ᵪᶨ ᵶᵾ  

 
 

 
9  本アプリによって取得した点群データを直接簡易BIM モデルと連携させてはいない。 
10  Android にも対応している（詳細は公式Web サイトを参照）。 
11  Niantic 社は５m 以上を測定する場合は Gaussian Splatting を推奨しているが、

Gaussian Splatting は、出力結果が点群ではなく、本検証では活用できない。 

https://scaniverse.com/
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③ 「 Ӣ」で活用した技術・製品・サービス等 

 

9  Leica  BLK 360  G 1 ᶍ  

①  名称  Leica  BLK 360  G 1  

② 活用方法の概要  地上設置型の 3 D レーザースキャナで、複数箇所で L i DAR 測

定により取得した点群を、点群変換専用ソフトウェアである

Leica  C yclone  REGISTER  360  PLUS で合成すること

ができる。主に建物の外構（外壁・屋根・附帯工作物）の測定・点

群化で活用した。 

 

▼スペック 

本体サイズ ：高さ 165 mm  x  直径 100 mm  

重さ     ：1 kg  

撮影範囲  ：周囲360 度、垂直方向300 度 

撮影距離  ：0 .6－60 m  

撮影速度  ：最大 360 ,000 ポイント/秒 

座標精度  ：6 mm  @ 10 m  / 8 mm  @ 20 m   

 

▼特徴 

・i P ad からWi - F i 経由でリモート操作が可能 

・屋内・屋外の両方でも使える 

・撮影モード12を切り替え可能( Low / M iddle / H igh )  

・点群はカラーで撮影可能 

 

▼活用上の留意事項  

動作温度 ： 5～40 ° C  

防水性能 ： IP 54  

連続動作 ： バッテリー1 つ当たり 40 回以上  

③  製造・開発事業者 

の名称、本社所在地  

ライカジオシステムズ株式会社 

東京都港区三田 1 - 4 - 28  三田国際ビル 18 F 

④  Web サイトのURL  https :// leica - geosystems .com / ja -

jp / products / laser - scanners / scanners / blk 360 g 1  

⑤  写真・画像・図 19  Leica  BLK 360 ᶇ ḏᴻḇ֩ᶹḩᴻḀ֪ 

     
※本体画像は製造元 Web サイトより引用 

 

 
12  点群密度と所要時間が変わる。Low （35 mm＠10m 、40 秒）、Middle( 10mm ＠

10m 、1 分 50 秒)、High （5mm ＠10m 、3 分 40 秒） 

https://leica-geosystems.com/ja-jp/products/laser-scanners/scanners/blk360g1
https://leica-geosystems.com/ja-jp/products/laser-scanners/scanners/blk360g1
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10  B i  Rod  6 C - 7500 ᶍ  

①  名称  B i  Rod  6 C - 7500  （ フルカーボン ） 

② 活用方法の概要  地上から高所撮影ができるロングロッドと専用三脚のセット。高

剛性のフルカーボン製でしなりが少ない。ドローンを使わずに、

ある程度の高所撮影や、屋根点検等で活用できる。今回は

Leica  BLK 360  G1 や I nsta 360  X 4  と組み合わせて、検

証対象物件の屋根上の点群取得や、高所からの360 度パノラ

マ写真の撮影に使用した。 

③  製造・開発事業者  

の名称、本社所在地  

株式会社ルミカ 

福岡県古賀市糸ケ浦 65  

④  Web サイトのURL  https :// birodstore .com /   

⑤  写真・画像・図 20   B i  Rod  6 C - 7500 ᶇ ☼᷿ᴻḻ֩ᶹḩᴻḀ֪ 

 
          ※本体画像は製造元 Web サイトより引用 

 

11  GLOOBE  A rchitect ᶍ  

①  名称  GLOOBE  A rchitect    

② 活用方法の概要  BIM による建築設計支援を目的として開発されたシステム。

Leica  BLK 360  G 1 で取得した点群データを読み込み、検証

対象物件を BIM モデルで再現するとともに、各種図面（立面

図、屋根伏図、外壁求積図）を作成するために使った。また、補償

金額の算定においては、Re :BIM では測定困難な部位につい

て、本システムで作成した BIM モデルに基づいて算出した数量

を用いた。 

 

▼動作環境  

OS   :  Windows  11  バージョン24 H 2  

     Windows  10  バージョン22 H 2   

CPU   :   C ore  i 7 以上 

メインメモリ ： 8 GB 以上 

ビデオメモリ ： 1GB 以上 

HDD   ： 3 GB 以上 

解像度  ： 1920 ×1080 以上推奨  

ビデオカード ： D irect X  12 .0  対応グラフィックカード 

 

▼機能 

基本計画：法的規制を考慮した空間設計 

基本設計・実施設計：構造・建具・内装・外装の綿密な計画 

確認申請：建築基準法にのっとった建築確認申請用の図面作成  

https://birodstore.com/
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データ共有・データ連携：IFC ファイルでの外部ソフトとの連携 

プレゼンテーション：設計意図を的確に伝えるプレゼンツール 

点群アシスト：豊富なフィルターによる点群データの加工 

GLOOBE  Web V iewer ：ブラウザでBIM モデルを確認 

③  製造・開発事業者 

の名称、本社所在地 

福井コンピュータアーキテクト株式会社 

福井県坂井市丸岡町磯部福庄 5 - 6  

④  Web サイトのURL  https : / / arch i . fukuicompu . co . jp / products / gloobe _s / index . html   

⑤  写真・画像・図 21  Ӣᶊᵩᵣᶅ GLOOBE  A rchitect ᶆ 

ᵶᵾ BIM Ḫḏḳ֩ᶹḩᴻḀ֪ 

  

 

22  ᷿ḁḎḨ  

赤枠：検証対象手法① 

青枠：検証対象手法② 

 

  

https://archi.fukuicompu.co.jp/products/gloobe_s/index.html
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2 .2  ᶍ  

 

2 .2 .1  物件調査 

前述の検証の実施場所である埼玉県が管理する建物(木造住宅)を補償対象物件と見立て

て、従来手法とデジタル技術を活用した方法のそれぞれによって調査を実施した。 

 

2 .2 .1 .1  調査の具体的な対象 

本検証における具体的な調査対象は、公共用地の取得等に必要な一般補償の物件調査に

おける、建物並びにこれに付帯する工作物及び立竹木が対象であり、例示すると以下のとお

りとなる。なお、室内を測定するに当たり、実務においては居住者の動産（遮蔽物）があるこ

とが通例であるため、段ボール箱等によって家電・家具等の形状を一部再現し、測定に支障

が生じないかを確認した。 

 

12  ᶍ ᶉ  

建物内部 1 階・2 階の床面積、各空間の用途（室名）・形状・寸法（間口・奥行

き・天井高等）、壁・床・天井の下地及び仕上、建具や造作の種類・

位置・サイズ、各種設備（電気・ガス・給水・給湯・排水・衛生・厨房・

換気）のうち建物内部に設置される物の名称・位置・数量等 

建物外部 外壁・屋根・軒裏・庇の形状・位置・寸法・仕上、各種設備（電気・ガ

ス・給水・給湯・排水・衛生・厨房・換気）のうち建物外部に設置さ

れる物の名称・位置・数量、基礎の寸法・立ち上がり、建物附随工

作物（玄関ポーチ・勝手口の土間コン）の規格・数量等 

工作物 土間コンや砂利敷の形状・寸法、門扉・ブロック塀・その他の附帯

工作物の構造・形状・寸法等 

立竹木(庭木） 庭木の種類・位置・寸法（樹高・幹周・葉張・面積）等 

 

13  ᶍ  

#  設置場所  模した対象 写真 

1  ダイニング・キ

ッチン（以下、

「DK」という。） 

冷蔵庫 

電話台 
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2  DK  レンジ台 

 
3  1 階和室 テレビ 

 

 

2 .2 .1 .2  比較のための従来手法による調査方法 

検証対象のデジタル技術による手法の代替可能性を検証するために、その比較対象として、

補償コンサルタント事業者が現状採用している一般的な手法により物件調査を行った。具体

的には補償コンサルタントとして豊富な実務経験を持つランド・コンサルタントの調査員 4 人

（屋内1 人・屋外3 人）が、事務取扱要綱第 20 条第 1 項に基づいて、コンベックス・レーザー

距離計等により対象物件の内部・外部の寸法を測定して結果を野帳に書き込み、簡易的な平

面図・配置図を手書きにより作成した。工作物・庭木についても、上記機器に加えて巻き尺・

下げ振り等を併用し、敷地内での位置・形状・寸法等を測定して、野帳に追記した。また、確認

用の写真を建物内部と敷地内の各所で多数撮影した。 

野帳や写真は調査員が事務所に持ち帰り、Jw _cad で図面化して、補償金額算定に必要な

各種数量の算出や、標準書 別添一の一 木造建物調査積算要領〔軸組工法〕第 21 条に基づ

く写真台帳等の発注者に提出する各種成果物の根拠資料として用いた。 

なお、標準書 木造建物調査積算要領 別添 1  木造建物図面作成基準第 5 に基づき、測定

単位等は以下のとおりとした。 

¶ 建物の長さ、高さ等の測定単位はメートルを基本とし、小数点以下第2 位（小数点以下

第 3 位四捨五入）までとした。 

¶ 建物等の構造材、仕上げ材等の厚さ、幅等の測定は、原則として、ミリメートルを単位と

した。 
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¶ 工作物（附帯工作物）についても、附帯工作物調査算定要領第6 条第 2 項第 5 号により

建物と同様の取扱いとした。 

¶ 立竹木（庭木）については、立竹木調査算定要領第4 条により区分・細区分に応じて測定

単位を決めた。 

 

14  ᶊᶧᶪ ᶍᶹḩᴻḀ 

#  内容 イメージ 

1  測定の様子 

 
2  写真撮影の様子  

 
3  簡易的な配置図 

 

※建物を中心に周

囲の外構（土間

コン、掘井戸、駐

車場等）の配置

や形状を記載 
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4  簡易的な平面図  

 
5  工作物を記録した

野帳 

 

※ため枡の位置と 

  地中に敷設 

されている 

排水 2 系統の 

配管経路を記載 

 
6  立竹木を記録した

野帳 
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7  CAD 図面 

 

 

2 .2 .1 .3  デジタル技術による調査手法 

検証対象手法①及び②のそれぞれについて、従来手法を効率化する観点からスターツアセ

ットマネジメント・スターツCAM ・スターツ総合研究所の技術員 6 名（検証対象手法①  2 名、

手法② 2 名、記録係 2 名）が実地での技術検証を行った。 

まず検証対象手法①では、建物内部の可視範囲を「Re :BIM 」（i P ad  P ro 用の L i DAR ア

プリ）の戸建てモードで測定して、各部屋の 3 D 形状について mm 単位（従来手法と同等の

計数単位）の寸法情報を持つモデルデータとして保存した。 

モデルデータは、後日クラウドにアップロードして壁面位置の調整、測定できなかった狭小

空間の追加、梁の追加等の形状加工や、床・壁・天井の仕上、建具・住宅設備の配置・分類等

の属性データの付与を行い、簡易BIM モデルとした上で、各種図面の作成、補償金額算定に

必要な数量の算出、従来手法の調査結果との精度比較等に用いた。 

なお、Re :BIM が建物内部の間取り測定を主目的とするアプリであったことから、外構部

分は「Scaniverse 」のLi DA R 測定により点群データを取得して天頂方向からスクリーンシ

ョットで画像化した。これにより工作物の配置が分かる背景画像ができたので、それを半透

明の状態で簡易 BIM モデルに重ねて、位置や大きさを手作業でなぞりながら、工作物のオ

ブジェクト配置、土間コンや砂利敷（多角形）の入力、フェンスや積塀の敷設作業を行った。な

お、立竹木は生育しすぎて密集していたため光が内部に届かず、Scaniverse でも位置の

特定等ができなかった。 
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15  Re : BIM ᶆᶍ ⌐ BIM Ḫḏḳ  

#  内容 イメージ 

1  i P ad  P ro の

Re :BIM アプ

リで部屋ごと

にモデルデー

タを測定する 

 
2  各部屋のモデ

ルデータは同

一セッション

（アプリによる

室内間取りの

測定開始から

終了までの一

連の動作）内で

生成されてい

れば、座標系

が共通である

ため、自動的

に統合するこ

とができる 

 
3  写真撮影モー

ド（ピン機能）

に切り替えて、

現況写真を記

録したい場所

で撮影する 

 

※撮影位置、

方向13もモ

デルデータ

に自動的に

記録される 

 

 
13  セッション情報の一部として設定される座標系に基づいて空間内の位置・方向を記録 
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4  モデルデータ

をファイルに 

保存する 

 
5  ファイルをクラ

ウドにアップロ

ードして、加工

調整を行い、

簡易 BIM モ

デルを作成す

る 

 

※画像はマン

ションモード 

 

※写真は https :// rebim . jp / lp より引用 

 

16  ᶆ ᵶᵾḏᴻḇ 

#  内容 イメージ 

1  測定途中の 

モデルデータ 

 

https://rebim.jp/lp
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2  クラウド上で

加工調整中の

簡易 BIM  

モデル 

 

※戸建てモー

ドで外構・ 

屋根を入力 

 

 

検証対象手法②では、Re :BIM の現行仕様では十分にデータ化できない建物外部、外構

の測定 14を目的とし、地上設置型のレーザースキャナ（Leica  BLK 360  G 1、撮影モード 

M iddle ）を用いて可視範囲の点群データを取得した。地上からでは視認できない屋根上部

等の死角については、高所撮影用の三脚（B i  Rod  6 C - 7500 ）を併用した。 

上記によって取得した点群データは後日、点群合成とともに不要部分（主に敷地外の情報）

をカットして専用ソフトウェア（Leica  C yclone  REGISTER  360  PLUS ）で変換後、

BIM 建築設計支援システム「GLOOBE  A rchitect 」に読み込み、BIM モデルで検証対象

物件を再現するとともに、各種図面（立面図、屋根伏図、外壁求積図）をmm 単位で作成し、

補償金額算定に必要な数量計算や従来手法の調査結果との精度比較に用いた。 

 

17  ᶍ  

#  内容 イメージ 

1  外構（外壁・屋

根・工作物・立

竹木）の点群

取得ポイントを

事前に想定 

 

※測量図と現 

地写真から 

見通しの良

さや三脚の

設置可否等

で判断 

※写真内の赤  

丸が実際に 

取得したポ

イント 

 

 
14  なお、屋内のモジュール確認、Re:BIM との精度比較のため屋内の点群データも参考情

報として取得した。 
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2  レーザースキャ

ナ（Leica  BL

K 360  G 1）を

点群取得ポイン

トに設置 

 

※現地の状況を

見て、事前に

想定した取得

ポイントから

適宜変更 

  
3  点群取得 

  
4  点群データ 

 

 

写真台帳に相当するデータについては、検証対象手法①②のそれぞれで、各室内及び敷地

内の各所において 2 種類の写真を撮影して、簡易 BIM モデルに連携させた。1 種類目の

Re :BIM アプリのピン機能を使って撮影した写真は、撮影位置・方向の情報も含めて、簡易
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BIM モデルと自動連携させた（表 15 # 3）。2 種類目の I nsta 360  X 4 で撮影した 360

度パノラマ写真は、事後的に簡易 BIM モデルと手動連携させる作業を行った。（図23 ） 

 

23  360 ḙḖḱḦ ᶍ ᶹḩᴻḀ 

 

 

附帯工作物は、現地調査時に「Scaniverse 」のL i DAR 測定で点群データを取得して天

頂方向からスクリーンショットで画像化した。これにより工作物の配置が分かる背景画像がで

きたので、それを半透明の状態で簡易BIM モデルに重ねて、位置や大きさを手作業でなぞ

りながら、工作物のオブジェクト配置、土間コンや砂利敷（多角形）の入力、フェンスや積塀の

敷設作業を行った。なお、立竹木は生育しすぎていたため光が内部に届かず、Scaniverse

でも位置の特定等ができなかったので、野帳の記録に基づき Re :BIM のクラウド上での加

工調整機能を用いて、簡易 BIM モデルの外構部分にオブジェクトとして入力し、属性情報を

付与した。 

 

18  Re : BIM ᶆᶍ 15֩ᶹḩᴻḀ֪ 

#  内容 イメージ 

1  フェンスの入

力・長さ調整 

 

 
15  外構に入力する各オブジェクトは、事前にアイテムマスタに登録する必要がある。 
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2  片流れカーポ

ートの配置 

 
3  樹木の配置 

 
4  井戸の配置 

 

※井戸のオブ

ジェクトは

Re :BIM に

ないため、

円筒の汎用

オブジェクト

で代用 
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さらに、庭木の写真は、樹種判定 AI  （M icrosoft  A zure  AI  C ustom  V ision で作

成）にも読み込み、自動判定がどの程度可能かについて精度検証を行った。 

 

19  AI ᶍ ֩ᶹḩᴻḀ֪ 

#  内容 イメージ 

1  学習データ

（P l @nt Net
16）となる写真

を登録して正

解タグ（樹種）

を付与 

 
2  画像分類

（classifica

tion ）でトレー

ニング実行 

 
3  分類モデル全

体及びタグご

との予測精度

が表示 

 

 
16  https:// identify.plantnet.org/ja  

https://identify.plantnet.org/ja
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4  検証実施場所

で撮影した写

真（右の画像

はゴールドクレ

スト）を分類モ

デルでテスト 

 

※この画像は

正しく分類

できた 

 
 

 

なお、検証対象手法①②とも光によるリモートセンシングを採用しており、不可視部分（地

中の隠蔽配管、樹木の重なりにより光が通らない部分等）は測定・モデル化が難しいため、従

来手法による調査結果を参考に数量等を算出することとした。 

 

本検証における対象業務（物件調査）と検証対象技術の関係を整理すると、以下のとおり

となる。 

 

20  ᶇ ᶍ ꞌ 

業務の概要  本検証の技術を用いた業務内容 

現

地

調

査 

測定等 建物及び工作物を対象とした寸法の

調査が必要であり、次のとおり測定

等する。 

・長さ、高さ等の測定単位は、メート

ルを基本とし、小数第2 位（小数第

3 位を四捨五入）とする。 

・面積に係る測定は、原則として、柱

又は壁の中心間で行うこととする。 

・建物等の構造材、仕上げ材等の厚

さ、幅等の測定は、原則として、ミリ

メートルを単位とする。  

簡易 BIM モデル作成アプリ（L i DAR

アプリ）「Re :BIM 」及びレーザースキ

ャナ「Leica  BLK 360  G 1」で建物等

の測定を行う。 

立竹木のうち庭木等を対象に、次の

とおり、庭木の区分・種類に応じて、

幹周、樹高、幹高、葉張、葉長点高、

玉周等を測定する。 

 

【測定単位】 

・幹周、胸高直径は、センチメートル

（小数点以下第1 位を四捨五入）と

する。 

・樹高、幹高、葉張、葉長点高及び玉

周は、メートルとし、小数点以下第

1 位（小数点以下第2 位四捨五入）

までとする。ただし、庭木等のうち

株物類等については、センチメート

Leica  BLK 360  G 1 及び 360 度パ

ノ ラ マ 写 真 が 撮 影 可 能 な カ メ ラ

「I nsta 360  X 4 」を用いて調査を行

う。 
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ル（小数点以下第1 位四捨五入）と

する。 

 

【測定方法】 

・幹周は、樹木の地上1．2 m の部分

で測定する。 

・葉張は、当該樹木の主要な樹形を

形成する枝先までの徒長枝を含ま

ない幅とする。 

・幹高は、当該樹木の幹の最上部まで

の高さとする。 

・葉長点高は、樹冠の最上葉の先端

から根鉢の上端までの垂直高とす

る。 

種類・

数量の

把握 

建物及び工作物、附帯工作物の調査

においては、数量を把握し、記録す

る。 

Re :BIM 、Leica  BLK 360  G 1、

I nsta 360  X 4 及び 3D スキャニン

グアプリ「Scaniverse 」を用いて建
物及び工作物、附帯工作物の数量等を

把握・記録する。 

立竹木の調査においては、樹種を把

握し、記録する。 

樹種判定 AI  （M icrosoft  A zure  

AI  C ustom  V ision で作成）を用

いて自動判定がどの程度可能かを検証

する。 

図面等作成 井戸、給排水設備、屋外のガス設備、

庭石、庭園、立竹木、自動車の保管場

所等の配置を調査し、原則として縮

尺 100 分の 1 により建物等配置図

を、原則として所有者ごとに作成す

る。  

Leica  BLK 360  G 1 又は

Scaniverse で取得した点群データ

を背景画像として、Re :BIM で外構

情報や工作物・立竹木の配置を入力

し、建物等配置図を作成する。 

木造建物については、調査終了時に

所定の様式・基準を満たす調査表及

び図面を作成するとともに、外部・屋

根、各室、造作・建築設備及び建物附

随工作物を撮影した写真台帳（撮影

の位置、方向及び写真番号の記載を

要する。）を作成する。 

Re :BIM 、Leica  BLK 360  G 1、点

群変換専用ソフトウェア、GLOOBE  

A rchitect を用いて、3 D モデル及

び図面等を作成する。 

また、Re :BIM 、I nsta 360  X 4 を
用い、写真を撮影・記録する。 

附帯工作物については、所定の調査

表及び附帯工作物配置図、附帯工作

物の詳細図、写真撮影方向図を作成

する。 

Leica  BLK 360  G 1、I nsta 360  

X 4、Scaniverse の記録を参考に、

Re :BIM にオブジェクトとして入力し

て、図面等を作成する。 

立竹木については、庭木等、用材林、

薪炭林、収穫樹、竹林及び苗木等に

分類し、調査終了時に所定の様式・基

準を満たす算定書又は調査表を作成

する。また、立竹木配置図（庭木等）、

標準地位置図等（用材林）、写真撮影

方向図、その他必要な図面を作成す

る。立竹木の写真を撮影し、所有者ご

とに写真台帳を作成する。 

Leica  BLK 360  G 1、I nsta 360  

X 4、Scaniverse の記録を参考に、

Re :BIM にオブジェクトとして入力し

て、図面等を作成する。 
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2 .2 .2  補償金額の算定 

対象物件の移転に伴う補償金額の算定については、従来手法の計算過程を検証対象手法

で一部代替して効率化する観点から、表 2 2～2 4 のとおりに算定手段を想定した。数量の算

出は基本的に簡易 BIM モデルから行うが、Re :BIM では測定困難な外壁・屋根・玄関ポー

チ等の面積や屋外設備の数量については、GLOOBE  A rchitect で作成したBIM モデル

を用いた。単価は、従来手法・検証対象手法ともに、通常の補償金額の算定時に用いられて

いる以下の標準単価資料（埼玉県から提供された資料）に基づいて共通とし17、Re :BIM に

は本検証で使用する単価情報をテンプレートのエクセルファイルから登録した。 

 

① 令和 6 年度損失補償算定標準書  基準・要領編(建物・工作物)  

② 令和 6 年度損失補償算定標準書  単価編(建物・工作物)  

③ 令和 6 年度損失補償算定標準書  内訳編(建物・工作物)  

④ 令和 6 年度損失補償算定標準書  立竹木・立毛編 

⑤ 令和 6 年度損失補償算定標準書  通損編 

⑥ 令和 6 年度損失補償算定標準書  事業損失編  

⑦ 損失補償算定標準書管理規程  

 

21  Re : BIM ᶗᶍ לּ ᶍ ֩ᶹḩᴻḀ֪ 

#  内容 イメージ 

1  テンプレートの

エクセルにサイ

ズ・単価情報等

の概要を入力

してRe :BIM

開発元に送り

データベース

登録する  

2  データベース

登録完了後、

ブラウザから

簡易 BIM  

モデルの 3 D

内観ビューを

開いて、壁・

床・天井等のオ

ブジェクトと紐

づける 

 

※壁であれば

壁紙変更か

ら選択  

 
17  本検証は「測定値や作成図面の精度差が補償金額の算定に及ぼす影響を考察する」こと

等に主眼が置かれ、標準書からの単価選定の効率化まではスコープに含まれていない。 
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3  見積りタブを

開くと、壁・床・

天井等の数量

と単価を掛け

合わせた金額

が出るので、

内容確認や補

足情報の入力

等を行う 

 
4  Re :BIM で入

力した金額計

算のデータは

CSV 形式で

出力できる 

 

 

 

なお、木造建物の補償金額算定については、デジタル技術による測定がどの程度の精度を

有しているのか、及び従来手法による測定を代替・効率化するためにはどのような課題があ

るのかを検証するために、主に数量積算に着目して、従来手法と検証対象手法の数量差の把

握と原因の分析を行った。工作物・立竹木の補償金額算定については、作業フローや作業時

間の観点から効率化の可能性を探った。 
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22  ᶍ ᶇ ᶍטּ  
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6 ῬⱧ
ῬⱧ ˹ᶆᴞ ʾ▫ έρχ☼Ῥ ˷ ᴣ

ˢ ᵫ Ϭ► ˣ

Re:BIMχḛӬBIMЯДиΤϣ

χᶆ ӡτνΜο☼Ῥ Ϭ▄ βϥ

7 ῬⱧ
ῬⱧ ˹ᶆᴞ ʾ▫ έρχ☼Ῥ ˷ ᴣ

ˢ Ϭ► ʻ ψ ˣ

Re:BIMχḛӬBIMЯДиΤϣ

χᶆ ӡτνΜο☼Ῥ Ϭ▄ βϥ

8 ӻῬⱧ
ӻῬⱧ ˹ᶆᴞ ʾ▫ έρχ☼Ῥ ˷ ᴣ

ˢ Ϭ► ˣ

Re:BIMχḛӬBIMЯДиΤϣ

ӻχᶆ ӡτνΜο☼Ῥ Ϭ▄ βϥ

ᵫῢ ῬⱧ ˹ӟᴞχ͏‮ χ›ὓ

͍Ỳ ὺἇ˹ϯиЬЖϯʾЂАЄχ ˷ ᴣ

͎ ὺἇ˹ χᾭʾ ◓ʾώβϘχ ˷ ᴣ

͏ϹжІῬⱧ˹ט ˷ ᴣ

ˢὺἇӡ Ϭ► ˣ

10 ⌠ῬⱧ
⌠ῬⱧ ˹ᶆ ⌠χ ʾ ˷ ᴣ

ˢ ⌠ӡ Ϭ► ˣ

Re:BIMχḛӬBIMЯДиΤϣ

ᶆ ⌠χ ʾ Ϭ βϥ

11 ῬⱧ ῬⱧ ˹͍ᵬ ˷ ᴣ

Re:BIMχḛӬBIMЯДиΤϣ

͍ᵬ Ϭ▄ βϥ

σΣʺ ︣ πψם πψσΨ Ϭ

►μοΜϥθϛʺᾁ ︣ πϜ›ϩδϥ

12 ῬⱧ ῬⱧ ט˹ ˷ ᴣ

Re:BIMχḛӬBIMЯДиΤϣ

ט Ϭ▄ βϥ

σΣʺ ︣ πψם πψσΨ Ϭ

►μοΜϥθϛʺᾁ ︣ πϜ›ϩδϥ

ὺ ῬⱧ ˹ӟᴞχ͒‮ χ›ὓ

͍ ṓ ˹ᶆ χ ʾ ˷ ᴣ

ˢ ṓ Ϭ► ˣ

͎ϹІ ˹ ӽχῬⱧ χם τϢϤ▄

ˢ ӽχϹІᵓּזχ ᴣ Ϭԏ ˣ

͏ẚ ʾẚ ˹ᶆ χ ʾ ˷ ᴣ

ˢẚ ʾẚ Ϭ► ˣ

͐ ˹ᶆ χ ʾ ˷ ᴣ

ˢ Ϭ► ˣ

־͑ ˹ᶆ χ ʾ ˷ ᴣ

͒ ˹ᶆ χ ʾ ˷ ᴣ

͓ζχ ˹Ḋṓ χ ˷ ᴣ

ˢ͑˙͓ψ־ ʾ ʾζχ Ϭ► ˣ

14 ὺ Ῥ⌠ ῬⱧ
ὺ Ῥ⌠ ῬⱧ ˹ᶆᴞ ʾ▫ χ☼Ῥ ˷ ᴣ

ˢὺ Ῥ⌠ ӡ ʺᵰ Ẑ Ϭ► ˣ
︣ χ Ϭ► βϥ

9 ᵫῢ ῬⱧ

Re:BIMχḛӬBIMЯДиΤϣ

ὺἇχ ʾ ρט Ϭ▄ βϥ

σΣʺ ︣ πψט τ

ם πψσΨ Ϭ►μοΜϥθϛ

ᾁ ︣ πϜ›ϩδϥ

13 ὺ ῬⱧ

Re:BIMχḛӬBIMЯДиΤϣ

ᶆ χ ʾ Ϭ βϥ

ᴦ♪ ˢ χԜ Ḛ ˣψ

LiDARτϢϥὓ ʾЯДиᴟΥ ΰΜθϛ

︣ τϢϥ ₰ὫᴮϬ╥―τ▄ βϥ

1 ᴠ ῬⱧ Re:BIMχḛӬBIMЯДиΤϣ

ט ʾ͍ᵬ Ϭ▄ βϥ

σΣʺ ︣ πψ ﬞ ▄  ͎

ὺ ▄ṁ ͎χ ϛτṁξΦʺ

▄ τϢϤ♯▄ΰθὫᴮʺם πψ

σΨʺ Ϭ► ΰοΜϥθϛʺᾁ ︣

πϜ›ϩδϥ(᷊ χ╥―Ɫ ͏Ϭ╥ ˣ

ṁ ᵰ ρ ḧЀрϼз˔Е ψʺ

ἪД˔ЌϬᾕτ⌠ ΰθ

GLOOBE ArchitectχBIMЯДиΤϣ▄ βϥ

2 ṁ ῬⱧ ˢ ṁ ˣ

3 ꞊ ῬⱧ
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23  ᶍ ᶍטּ  

 

 

24  ᶒ ᶍ ᶍטּ  

 

  

No. ︣ τϢϥὓ▄ ˢ τ Ấˣ ῟ ᴟχ︣ ˢ︠τ⌠ỘТк˔ʾ⌠ỘⱲḧˣ

Ῥ⌠ ᶛ˹ᶆῬ⌠ χ Ạ ˴

Ạ ˹ᶆῬ⌠ χ ˷ Ạ ᴣ˷(͍˴ Ὂ )

˹{ᶆῬ⌠ χ ˷ ᴣ˷(͍˴ Ὂ )}˷™

ᵵφӟᴞχ10

͍ ḧЀрϼз˔Е Φ

͎ ₳

͏ ϯиЬ

͐ УкАϼ ʾТϴрІ

͑ RC

ף ͒

͓ ϯиЬϸ˔Ъ˔Е

͔ ϸ˔УЬж˔

͕ ἕӻᾭ

10 

̞₳ ψ Ạ ρήϦοΜϥˢ χϙ▄ ˣ

̞ τ ΰοΜϥῬ⌠ Ϭ ρΰοΜϥ

ʹ τ֫ βϦω ΜϜχψḯϘϦσΜˢ χ Ḅΰ ρḙ ˣ

ψῬ⌠ ʾẐ Τϣԏ

ᴣψ ᾕʾ™ Ϭ ᶓΰθὫᴮʺ ο™ Ϭ⅜ ΰοΜϥ

ᴣⱢ τʺῬ⌠ χ▫ ρḁ τԁ βϥϜχΥσΜ ›ʺ

ρΰο ᴣ π ᴣϬ ϙ ΰθ

1 Ῥ⌠ ᶛ

Scaniverseπ︡ ΰθᵰ χ ἪД˔ЌϬ

ΰΤϣІϼз˔рЄдАЕπᵊ ᴟΰʺ ὂ

ᵊ ρΰο χ πRe:BIMχḛӬBIMЯ

Диτ φοʺῬ⌠ χӡ ʾЂϱЇ Ϭ

ΰοθ πʺḛӬBIMЯДиχᵰ  τ︣⌠

ỘπϷУЅϴϼЕϬ ΰʺ ʾ▫ ʾ ᴣ

χ Д˔ЌϬ βϥʻ

ΰθД˔ЌψCSVТϮϱиπ Φ ΰʺῬ

⌠ ᶛχ▄ τᶨ βϥʻ

̞ ᴦ♪ ˢ χԜ Ḛ ˣχ ψ

ʹLiDARτϢϥὓ ʾД˔ЌᴟΥ ΰΜθϛ

ʹ ︣ τ γϥʻ

2
ρσϥ

Ῥ⌠ χ

3 ʾ ᴣχ₢Ấ

No. ︣ τϢϥὓ▄ ˢ τ Ấˣ ῟ ᴟχ︣ ˢ︠τ⌠ỘТк˔ʾ⌠ỘⱲḧˣ

ᶛ˹ᶆ χӱ Ϙθψ ⅜ χ›ὓ

ӱ ˹ χỸ ʾЂϱЇτᴂαθӱ ᴣ

⅜ ˹ χỸ ʾЂϱЇτᴂαθ ⅜ ᴣ

ʹʹʹʹʹʹ˴ ₅ʾ֫ ʾ

ᾁ ☼ם χᵰ τ ∕ΰθӟᴞχ͓

Ḧ ˢᶴ ˣʹ1 νωΦ(ϞϐνωΦƋϞϘνωΦ)

ʹʹʹʹʹʹʹʹ2 ςΞιϭννα

ʹʹʹʹʹʹʹʹ3 ννα(ΦϤΰϘννα)

ʹʹʹʹʹʹʹʹ4 ήίϭΤ

Ḧ ˢ‰ ˣʹ5 ΤΜξΤΜϐΦ

ʹʹʹʹʹʹʹʹ6 νΫ(ϕϭνΫ)

Ӷ ʹʹʹʹʹ7 ϤϟΞχϋΫ

̞͑ΤΜξΤΜϐΦψʺЁ˔иЖϼйІЕχ πΚϥ

ˢם∑τᾁ ☼ם τ ΠοΜθχψЁ˔иЖϼйІЕιΥ

ʹ ᴣ τ Μθϛʺ Υ ήϦθˣ

ψ Τϣԏ

ᴣψᶆ έρτӱ ʾ ⅜ϬὊↄ ᶓΰοӗΜ Ϭ⅜

1 ᶛ

ᾁ ᾝ ψ Υ ΰοΣϤ τΊΥ

ΤσΜθϛʺLiDARπχ╖ֲψ ΰοʺ

︣ π⌠ ΰθ τṁξΜοʺḛӬBIMЯД

иχᵰ  τ︣⌠Ộπ χϷУЅϴϼЕ

Ϭ ΰʺ ʾ ʾ ᴣ χ Д˔ЌϬ

βϥʻ

ΰθД˔ЌψCSVТϮϱиπ Φ ΰʺ

ᶛχ▄ τᶨ βϥʻ

2
ρσϥ

χ

3 ʾ ᴣχ₢Ấ
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3  ᶍ  וֹ

 

3 .1 ᶍוֹ  ḥᶹḻḐᴴלּ  

 

3 .1 .1  技術的な代替可能性に係る評価ポイント・方法 

 

【物件調査】 

物件調査に係る検証の実施結果について、従来手法を代替できるのかという観点から、以

下のとおり評価することとした。 

 

25  ᶍ ᶍוֹ  ᶊᶃᵣᶅלּ

測定値や 

作成図面の精度 

 ̧ 従来手法による測定に基づいて作成された図面の寸法・面積と、

検証対象手法による測定に基づいて作成された簡易BIM モデル

及びレーザー測量の点群から得られる建物の内外部、工作物、立

竹木の寸法・面積（実測値）を、mm 単位又は㎡単位で定量的に比

較する。 

 ̧ 検証対象手法を活用することによって寸法の測定が可能となる

対象物件・範囲及び電子的なデータとして作成できる図面等の種

類を検証する。また、作成できなかった図面のうち代替案を提案

できるものを整理するとともに、簡易 BIM モデルと写真の連携

機能の実用性についても考察する。 

 ̧ 上記に関して必要となる技術の機能・性能について、検証に必要

な技術の機能・性能を踏まえて、できるだけ定量的に評価して示

す。 

 

【補償金額算定】 

補償金額の算定に係る検証の実施結果について、従来手法を実際にどれくらい効率化で

きるのかという観点から、以下のとおり評価することとした。 

 

26  ᶍ ᶍוֹ  ᶊᶃᵣᶅלּ

木造建物建築  

直接工事費 

事前に想定した、各工事費の計算方法とそれに基づく効率化の手段

が、実現できたかどうかを検証する。実現できなかった場合は、ハード

ルとなった課題を整理し、検証対象手法の改良方法について考察す

る。 

また、精度差が補償金額の算定に及ぼす影響について、従来手法と検

証対象手法から算定された補償金額を比較して、差異がある場合は何

に関する精度差が影響したか（寸法、面積、数量、補償対象物の遺漏

等）を考察・評価する。 

工作物 

（附帯工作物） 

工作物の位置・種類の特定、簡易BIM モデルへの入力及びそれに基

づく工作物配置図の作成や補償額の算定作業が検証対象手法によっ

て効率化できるかどうかを、作業フローや作業時間の観点から検証す

る。効率化できない場合は、ハードルとなった課題を整理し、検証対象

手法の改良方法について考察する。 
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立竹木 

（庭木） 

立竹木の位置・樹種の特定、簡易BIM モデルへの入力、それに基づく

立竹木配置図の作成や補償額の算定作業が検証対象手法によって効

率化できるかどうかを、作業フローや作業時間の観点から検証する。 

 

3 .1 .2  実用性に係る評価ポイント・方法 

実際に検証対象手法を対象業務において導入することを想定し、物件調査及び補償金額

算定に係る検証の実施結果を総合考慮の上で、対象業務に検証対象手法を活用した場合の

工数、コスト、メリット・デメリットや社会実装の可能性について、埼玉県内の補償コンサルタ

ント事業者へのアンケート調査等も含めて、補償コンサルタントとも議論した上で、具体的に

分析・評価することとした。 

社会実装に当たりハードルや課題がある場合には、これらを具体的に整理し、対応策や改

善案を検討することとし、将来的なハード・ソフトの機能向上、技術以外の手法（業務フロー

の見直し、基準の改正等）による合理化の可能性についてもスコープに含めた。 

 

27  ᶍ  ᶊᶃᵣᶅלּ

各手法の工数  

（所要時間） 

 ̧ 従来手法・検証対象手法の物件調査における工数を実測値で比

較する。 

 ̧ バックオフィスでの図面作成・補償金額算定作業については、平

均的な能力を持つエンジニアによる作業工数を実測又は推定に

より算出して、全体工数を定量的に比較する。 

各手法のコスト 

（技術導入や 

運用費用を含む） 

 ̧ 検証対象手法を採用した場合の標準的なイニシャル・ランニング

コストを算出するとともに、検証対象手法の導入により削減可能

な作業量を補償コンサルタントとディスカッションし、全体コスト

の変化を定量的に考察する。 

社会実装の 

可能性 

 ̧ 従来手法・検証対象手法の検証を実践したメンバーに対するヒア

リング調査等を通じて、検証対象手法の安全性、合理性、汎用性、

導入可能性、補償コンサルティング業界の発展への寄与度等を定

性的に評価する。 

 ̧ 技術のハンドリング容易性について、ランド・コンサルタントの実

務従事者（なるべく幅広い年代を対象）を対象にヒアリング調査

を行い、作業環境が従来から改善されるか、負担感が軽減される

か等を評価する。 

 

  



40  

 

 

3 .2 וֹ  ᶒ ᴴלּ  

2 .2 のとおりに実施した検証結果について、3 .1 の評価ポイント・方法に基づき分析した

結果を以下で詳述する。 

 

3 .2 .1  技術的な代替可能性に係る結果と評価 

 

3 .2 .1 .1  測定に係る結果と評価 

検証対象手法は悪天候では実施できない可能性があったが、検証実施場所での現地調査

当日の天候は曇天で風速は 2～3 m 前後、湿度が高く朝方まで小雨が降っていたものの実

施に支障はなく、予定どおり建物内部（可視範囲）及び建物外部（外壁・屋根・工作物・立竹木）

を L i DAR で測定し、補償金額算定の根拠数量を比較・検証したところ、建設工事の種類のう

ち 87 .5％の項目で従来手法と比較しても差が生じなかった18（表28 ）。特に平面図につい

ては、910 モジュール19に合わせる機能が Re :BIM にあるため、mm 単位で一致した（図

24 ）。根拠数量に差が生じた項目については、理由を分析して「3 .2 .1. 3  補償金額算定の結

果と評価」に詳細を記載したが、共通する理由としては、以下の2 つが挙げられる。 

・従来手法が壁芯基準を採用したのに対し、検証対象手法は壁面基準を採用した 

・従来手法が開口部面積を窓枠の内側で測定したのに対し、検証対象手法は外側とした 

 

また、居住者の動産（遮蔽物）を模して室内数箇所に積み上げた段ボール箱の一部は、

Re :BIM アプリにより直方体の汎用オブジェクトとして認識されたが（表29 ）、その背後に

ある床や壁の認識には支障がなかった20 。 

なお、今回使った高所撮影用の三脚は最長 7 .5 m（2 階建ての屋根21を撮影可能）であっ

たが、時折風が強くなると、ロッドが揺れてレーザーによる点群取得に支障が出るケースが

あった22 。また、立竹木は群生していて内部に光が届かなかったため（反射光が検知できず）、

立竹木配置図は、従来手法の野帳（又は野帳に基づく CAD 図面）の提供を受けて作成した

（図 25 ）。堀井戸の内部も同様の理由で、検証対象手法では測定困難だった。その他、

Li DAR の特性上、鏡のように鏡面反射を起こす物体、光を吸収する黒い物体、光を透過する

ガラスについても反射光が戻らないため、検知性能が低下する点は留意が必要である。 

  

 
18  端数処理の違いに由来する微小な差がある場合は、差が生じていないとみなした。 
19  日本の木造戸建て家屋は 910 モジュール（尺貫法に由来する 3 尺＝910mm を壁の配

置や廊下の幅等の基準とする考え方）又はメーターモジュール（同様に１m を基準とする）で

設計されるケースが多く、Re:BIM の戸建てモードはそのどちらにも対応している。 
20  居住者の動産（汎用オブジェクト）は本検証における補償金額算定には関係がないため

（動産の構外移転にかかる運搬費は試算の対象外）、簡易BIM モデルの加工・調整時に削除

した。 
21  ３階建ての屋根が撮影可能な上位製品（Bi Rod 10 C - 115 00 ）も存在するが未検証。 
22  本検証で用いたレーザースキャナ（Leica BLK360 G1 ）の点群取得速度は表９の脚注

のとおりだが、G1 よりも速度が約３～５倍早い上位機種（Leica BLK360 G2 ）も存在す

る。（G2 の速度も撮影モードにより変わる。 High+: 約 75 秒、Medium ：約30 秒、Low ：

約 13 秒、Low+ ：約7 秒）。上位機種を使えば風の影響は低減できると考えられる。 
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28  L i DAR ᶍ וֹ ֩ ᶍ ֪23  

 

▄ No. ὺ ῬⱧχ ︠σ₢Ấ ῏₯ ―

1 ᴠ ῬⱧ ט 103.12 m2 103.12 m2 0.0%

2 ṁ ῬⱧ 1ᵬ 73.31 m2 73.31 m2 0.0%

ṁ ᵰ ˢ1ᵬᵰ ˣ 36.08 m 36.08 m 0.0%

ḧЀрϼз˔Е 10.61 m2 10.62 m2 0.1% χӸΜτϢϥ

3 ꞊ ῬⱧ ט 103.12 m2 103.12 m2 0.0%

4 ᴒ₢ῬⱧ ᴒ₢ ˢ›ὓˣ 127.77 m2 131.82 m2 3.2%

5 ᵰ ῬⱧ ᵰ ˢᵫῢ Ώ ˣ 170.70 m2 168.51 m2 -1.3%

ᵫῢ 34.71 m2 39.32 m2 13.3%

ᵰ ˢᵫῢ Ώ ῇˣ 135.99 m2 129.18 m2 -5.0% ᵰ ˢᵫῢ Ώ ˣ˔ ᵫῢ

ᾎ ӻ 48.81 m2 47.84 m2 -2.0%

1.46 m2 1.46 m2 ˔ ︣ χ Ϭ

ᵰ ˢᵫῢ Ώ ῇˣ

˴ᾎ ӻ ˴
186.25 m2 178.48 m2 -4.2%

6 ῬⱧ ˢᵫῢ Ώ ˣ 343.96 m2 ˔ ᾁ ︣ ψẐ ΥσΜ

ᵫῢ 132.53 m2 ˔

ˢᵫῢ Ώ ῇˣ 211.43 m2 198.21 m2 -6.3% ˢᵫῢ Ώ ˣ˔ ᵫῢ

7 ῬⱧ 87.34 m2 87.35 m2 0.0%

ЌЌЬ 26.00 26.00 0.0%

8 ӻῬⱧ ӻ 90.07 m2 90.07 m2 0.0%

9 ᵫῢ ῬⱧ ᾜḩϯиЬЖϯ 1.00 1.00 0.0%

ϯиЬЂАЄ͏Τ 30.98 m2 32.52 m2 5.0% χӰσϥ3 Ϭ›ὓˢӟᴞ ˣ

︣ῢϯиЬЖϯ 1.00 1.00 0.0%

ТжАЄвᾭ 7.00 7.00 0.0%

◓ 18.00 18.00 0.0%

ώβϘ 32.00 32.00 0.0%

ϼк˔ЉАЕ ᾭ 1.00 Τ 1.00 Τ 0.0%

ט 103.12 m2 103.12 m2 0.0%ϹжІῬⱧψט Υ₢Ấ

10 ⌠ῬⱧ 1.00 Τ 1.00 Τ 0.0%

ᶊ◓ 14.64 m2 14.94 m2 2.0%

1.00 Τ 1.00 Τ 0.0%

ᴞ 1.00 Τ 1.00 Τ 0.0%

ᴃ Ϧ 7.00 Τ 7.00 Τ 0.0%

МрϹ˔ОϱФ 3.64 Ή 3.64 Ή 0.0% χ Τϣ

χḧ 1.00 Τ 1.00 Τ 0.0%

ϸ˔Грй˔и 5.00 5.00 0.0%

υϦף 1.00 Τ 1.00 Τ 0.0%

ЌрІ 1.00 Τ 1.00 Τ 0.0%

ἷ Ϥᵬ 1.00 Τ 1.00 Τ 0.0%

ḊṓϹжз 4.00 Τ 4.00 Τ 0.0%

2.00 Τ 2.00 Τ 0.0%

11 ῬⱧ 1ᵬ 73.31 m2 73.31 m2 0.0%

12 ῬⱧ ט 103.12 m2 103.12 m2 0.0%

13 ὺ ῬⱧ Ṁἇ 8.00 Τ 8.00 Τ 0.0%

ІϱАЎ 11.00 Τ 11.00 Τ 0.0%

ЀрЈрЕ 19.00 Τ 19.00 Τ 0.0%

Ḛ 50.00 Τ 50.00 Τ 0.0%

1.00 Τ 1.00 Τ 0.0%

ГйР ◓ 2.00 Τ 2.00 Τ 0.0%

ᴒ Ḛ 4.00 Τ 4.00 Τ 0.0%

ϱрЌ˔Шр 1.00 ꜠ 1.00 ꜠ 0.0%

ᴲ← 2.00 Τ 2.00 Τ 0.0%

ГйРϯрГЗ 2.00 ṁ 2.00 ṁ 0.0%

◕ϹІῬⱧ 1.00 Ὧ 1.00 Ὧ 0.0%

3.00 3.00 0.0% ᴣ χθϛ ⅜ βϥ

ᴒ ẚ Ḛ 6.00 6.00 0.0%

ᴒᵰ 1.00 Τ 1.00 Τ 0.0%

╩ ʾ 2.00 2.00 0.0%

ᴒᵰẚ Ḛ 27.50 Ή 27.50 Ή ˔ ᴦ♪ Ӥˢ ︣ χ Ϭ► ˣ

ẚ Ṁ 1.00 ṁ 1.00 ṁ 0.0%

Ỳ 1.00 Τ 1.00 Τ 0.0%

ṐОр 1.00 Τ 1.00 Τ 0.0%

ᴒ Ḛ 6.00 6.00 0.0%

Ϙβ 6.00 Τ 6.00 Τ 0.0%

ὺ ὺ

ῬⱧ

ᴣ χθϛ ⅜ βϥ

ᴣ χθϛ ⅜ βϥ

ᴣ χθϛ ⅜ βϥ

ιΪπψ ᴣΥὨ πΦσΜχπ

ᴣ χθϛ ⅜ βϥˢӟᴞ ˣ

︣ ᾁ ︣

χӸΜτϢϥ

)ע )ʺDKʺ ︣ῢψ Υ
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23  誤差率＝検証対象手法÷従来手法 

▄ No. ὺ ῬⱧχ ︠σ₢Ấ ῏₯ ―

ױ έ Ϙβ 3.00 Τ 3.00 Τ 0.0%

ϱрН˔Е 2.00 Τ 2.00 Τ 0.0% ᴣ χθϛ ⅜ βϥ

ᴒᵰ Ḛ 49.40 Ή 49.40 Ή ˔ ᴦ♪ Ӥˢ ︣ χ Ϭ► ˣ

1.00 ṁ 1.00 ṁ 0.0%

ᴟ гИАЕ 1.00 Τ 1.00 Τ 0.0%

Ṁ 1.00 Τ 1.00 Τ 0.0%

ᴛ ℅ 1.00 Τ 1.00 Τ 0.0%

ЌϷиᶝ 1.00 Τ 1.00 Τ 0.0%

ᴟ Ố 1.00 Τ 1.00 Τ 0.0%

ΰ 1.00 Τ 1.00 Τ 0.0%

Ѐрк 1.00 Τ 1.00 Τ 0.0%

νϤᾭ 2.00 Τ 2.00 Τ 0.0%

йрЅТ˔ЖТϮр 1.00 Τ 1.00 Τ 0.0%

ϳϴЃ˔ϸН˔ 2.00 Τ 2.00 Τ 0.0%

ע Ḋṓ 1.00 Τ 1.00 Τ 0.0%

14 ὺ Ῥ⌠ ῬⱧ ḧЀрϼз˔Е 0.87 m2 0.87 m2 ˔

ꜗṀלЌϱи 0.74 m2 0.74 m2 ˔

ᾁ ︣

ὺ ὺ

ῬⱧ

︣

ᴣ χθϛ ⅜ βϥ

ᴣ χθϛ ⅜ βϥ

ᴣ χθϛ ⅜ βϥ

︣ χ Ϭ►
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24  1 ᶍ ֩ ∞ mֹm  ֪

上：従来手法 下：検証対象手法 
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25  Ḵᴻ᷾ᴻḁ᷂ḫḒᶆ ᵶᵾ ֩ ᶊḁḱᶹḁ֪  

 

 

29  Re :BIM ᶷḟḲᶊᶧᶪ Ḥᴻḳᶍ ֩וֹ ᶎ 13  ֪

#  設置場所 模した対象 イメージ 

1  DK  冷蔵庫 

電話台 

 
2  DK  レンジ台 

 
3  1 階和室 テレビ 
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また、現地で撮影した立竹木の写真をA zure  AI  C ustom  V ision で作成した樹種判定

AI に読み込ませた結果を表 30 にまとめた（比較用に P l @nt N et の I dentify  メニュー

で樹種判定した結果も併記しており、樹種名のナンバーは判定に用いた写真ごとに付番した

もので、同一樹木を異なる画角や露光等で撮影したケースを含む）。判定精度は 66 .7％に

留まったが、比較用の P l @nt N et の分類モデルも同じ精度だったため、分類モデルの性能

としては妥当な水準と思われる。内訳を見ると「つばき」と「どうだんつつじ」の判定が苦手で

あることが分かった。 

「つばき（C amellia  japonica ）」については、「さざんか（C amellia  sasanqua ）」と

近縁種で葉の形状がかなり似ており、人間でも見分けるのは容易ではない。相違点として、

開花時期、花の形状、葉の大きさが挙げられるが、今回現地で撮影した写真は葉のみで、花

は手がかりにならない。また、葉の大きさについては、本検証で用いた機械学習の学習用写

真にはスケール情報がない（形状パターンは分かっても、葉の大きさまでは分からない）ので、

これも特徴量としては機能しない。以上より「つばき」と「さざんか」を葉の写真のみで判別す

るのは困難であった。 

「どうだんつつじ」については、樹種判定 AI の正答率が低く、P l @nt N et の正答率が高か

った。どちらも同様の学習データを使っているにもかかわらず、正答率に差が出た理由は特

定できなかったが、本検証で用いた学習データ30 枚の選定方法が影響している可能性があ

る。なお、P l @nt N et の I dentify メニューは、樹種判定のための写真の種類を「花」、「葉」、

「果実」、「樹皮」、「形態」の5 種類からユーザーに選ばせる仕組みを採用しており、同サイト

の内部で 5 種類の AI を併用していると推測される。 
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30  AI ᶍ 24וֹ  

 

 

樹種判定 AI で判定を誤ったもの（判定した樹種のうち、誤判定が過半数だった場合に誤

判定と判断した）について、一例として補償額への影響は以下のとおりであった。 

 

31  ᶍ ᶊᶧᶪ ᶗᶍ☼  

 

 

 
24  表中の確率( %) は、判定対象となる樹種（画像）を解析して、特定の樹種に分類する際の

信頼度を示すものである。複数の樹種が候補としてそれぞれの確率が示されるところ、最も

当該値が高くなったもので予測判定の正否（○×）を判断した。 

No. ᶎ (%) ― ᶎ (%) ―

1 νωΦ ̓ 67.1 ̓ 50.1

2 νωΦ ṋ 13.1 ΦϭϜΨδΜρ (71.2%) ṋ 10.3 ήίϭΤρ (47.9%)

3 νωΦ ṋ 4.5 ΦϭϜΨδΜρ (68.2%) ṋ 10.6 ήίϭΤρ (55.1%)

4 νωΦ ṋ 3.8 ήίϭΤρ (56%) ṋ 7.9 ήίϭΤρ (61.2%)

5 νωΦ ṋ 10.4 ήίϭΤρ (44.4%) ṋ 4.8 ήίϭΤρ (41.9%)

6 ςΞιϭννα ̓ 33.5 ̓ 19.1

7 ςΞιϭννα ṋ 3.2 Ξϛρ (60.5%) ṋ 4.8 Genista radiataρ (24.7%)

8 ςΞιϭννα ṋ 18.7 Ξϛρ (33.5%) ̓ 11.7

9 ςΞιϭννα ̓ 81.3 ̓ 2.2

10 ςΞιϭννα ṋ 11.8 Ξϛρ (42.1%) ̓ 5.2

11 ϤϟΞχϋΫ ̓ 99.2 ̓ 53.1

12 ϤϟΞχϋΫ ̓ 91.7 ̓ 63.4

13 ϤϟΞχϋΫ ̓ 97.2 ̓ 79.1

14 ννα ̓ 58.8 ̓ 32.1

15 ννα ̓ 71.1 ṋ 18.3 ϘϥωήνΦρ (26.5%)

16 ννα ̓ 50.4 ṋ 14.1 ήνΦρ (26.3%)

17 ννα ṋ 1.8 ςΞιϭνναρ (65.2%)ṋ 10.5 ϘϥωήνΦρ (16.7%)

18 ννα ̓ 86.2 ̓ 46.5

19 νΫ ̓ 83.2 ̓ 94

20 νΫ ̓ 64.6 ̓ 62.7

21 νΫ ṋ 1.3 ΦϭϜΨδΜρ (60.6%) ṋ 27.3 бЪрЛϺρ (58.2%)

22 νΫ ̓ 47.1 ̓ 94.7

23 νΫ ṋ 1.8 ΦϭϜΨδΜρ (87.9%) ̓ 90.6

24 έ˔ϥςΨϦβρ ̓ 83.7 ṋ 5.9 ήϩϣρ (18%)

25 έ˔ϥςΨϦβρ ̓ 48.7 ̓ 33

26 έ˔ϥςΨϦβρ ̓ 65.3 ̓ 53

27 έ˔ϥςΨϦβρ ṋ 36 ϋωρ (51.7%) ̓ 17.9

28 έ˔ϥςΨϦβρ ̓ 57.9 ṋ 7.1 ήϩϣρ (34.1%)

29 ήίϭΤ ̓ 98 ̓ 61.6

30 ήίϭΤ ̓ 97.6 ̓ 60.6

31 ήίϭΤ ̓ 64.9 ̓ 73.8

32 ήίϭΤ ̓ 79.1 ̓ 87.9

33 ήίϭΤ ̓ 58.7 ̓ 68.6

66.7% 66.7%

Custom Vision Pl@ntNet

ΰΜ ▄ ᶛ›ὓ AIπ ήϦθ ▄ ᶛ›ὓ ₯ᶛ ῏₯

νωΦ 35,900 ήίϭΤ 34,900 -1,000 -2.8%

ςΞιϭννα 99,000 Ξϛ 92,400 -6,600 -6.7%
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3 .2 .1 .2  図面等作成の結果と評価 

従来手法で作成された成果物（図面）を一覧にまとめて、検証対象手法での作成可否（又は

代替手段の可能性）を考察した。表 32 で「◯」を付けた図面は、実際に検証対象手法のデー

タに基づいて作成した。「※」を付けた図面は、検証対象手法では作成せず、簡易 BIM モデル

の閲覧で代替する想定とした。25  

 

32  ᶊᶧᶪ וֹ ֩ ֪ᶍ סּ  

 

 
25  標準書 木造建物調査積算要領 別添１ 木造建物図面作成基準で作成が義務付けられてい

る図面は、配置図・平面図・立面図・屋根伏図・建築設備位置図（電気設備、給水・給湯設備、

屋内・排水設備、屋外・排水設備、上記以外の建築設備）、写真撮影方向図である。 

ὺ 1 ͋

2 Ẑ ˢ ˣ ͋

3 ṁ Ỹ ʾ Ỹ ͋

4 ᴒ₢ ͋

5 ͋

6 ὺἇӡ ͋

7 ⌠ӡ ͋

8 ṓ ͋

9 ϹІ ͋

10 ẚ ʾẚ ͋

11 ͋

12 ־ Ƌ Ƌζχ ͋

13 ὺ Ῥ⌠ ӡ ͋

14 ᵰ Ẑ ͋
GLOOBE Architectπ⌠ ΰθ

BIMЯДиΤϣ

15 ᵫ ˢ ˣ ̞

Re:BIMχḛӬBIMРв˔м˔Τ

χ∞▀зІЕˢCSVˣπ

ᶆ χ Ϭᶎ βϥ

ˢ ᵫ χ Ṑ ψᾝ∕σΰˣ

Ῥ⌠ 16 Ῥ⌠ ͋

Re:BIMπ⌠ ΰθḛӬBIMΤϣ

ˢPNGˣρ χ

∞▀зІЕˢCSVˣϬ ΰοᴥῬ

17 Ῥ⌠ Ẑ ̞

Re:BIMχḛӬBIMРв˔м˔π

ᵺ Ῥ⌠ χ Ϭᶎ βϥ

ˢẐ χ Ṑ ψᾝ∕σΰˣ

18 ͋

Re:BIMπ⌠ ΰθḛӬBIMΤϣ

ˢPNGˣρ χ

∞▀зІЕˢCSVˣϬ ΰοᴥῬ

אּ ḩἰ 19 אּ ΰ ̞

20 אּ ̞

No.

⌠ ︣

⇔ᾁ ︣

Re:BIMπ⌠ ΰθḛӬBIMΤϣ

ˢPNGˣϬ ΰοᴥῬ

GLOOBE Architectπ⌠ ΰθ

BIMЯДиΤϣ

Re:BIMπ⌠ ΰθḛӬBIMΤϣ

ˢPNGˣρ χ∞▀

зІЕˢCSVˣϬ ΰοᴥῬ

Re:BIMπ⌠ ΰθḛӬBIMΤϣ

ʾ ˢPNGˣρ

χ∞▀зІЕˢCSVˣϬ

ΰοᴥῬ

Re:BIMχḛӬBIMРв˔м˔π

ὀήδθּא Ϭᶎ βϥ

ˢּא χ Ṑ ψᾝ∕σΰˣ
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なお、「※」を付けた「20 写真台帳」は、Re: BIM に写真の出力機能がないため作成自体

はできないが、Re: BIM の写真の連携機能により照査作業者や発注者による事後チェック

は十分に可能である。特に 360 度パノラマ写真を簡易BIM モデルに連携させる機能は、補

償対象物件の内外部の様子を網羅的に把握できるため、非常に有用であるとの意見がラン

ド・コンサルタントからあった。また、2 D 写真の連携機能であっても、補償コンサルタントが

実務で撮影する各種写真の代替が十分に可能である。具体的には、室内の特定箇所をクロー

ズアップしたり、柱径や配管径を測定した証拠としてコンベックスを添えた状態で Re: BIM

アプリで撮影し、簡易BIM モデルに連携させたりする等の使途が考えられる。また、写真台

帳の要件は、埼玉県の物件調査等仕様書  第 10 章（写真台帳の作成）第 96 条（図26 ）に規

定があるが、簡易 BIM モデルのビューワーを通じて確認する手法でも、調査区域の概況や

建物の全景・主要な構造部分、工作物、動産の位置を把握することは容易に可能であるし、建

物配置図との位置関係も明確である。現時点で専用の入力欄とはなっていないものの、撮影

年月日、撮影者氏名についてはフリーテキストで入力もできる。 

 

26  ᶍ  10 ֩ ᶍ ֪ 96  

 

 

3 .2 .1 .3  補償金額算定の結果と評価 

木造建物建築工事費、工作物（附帯工作物）、立竹木（庭木）について、以下のとおり、従来

手法と検証対象手法のそれぞれによる補償金額の算定と、その結果（及び過程）の分析・評価

を行った。 
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① 木造建物建築工事費について 

まず、木造建物建築工事費について、表 22 で事前に想定した効率化の手段に沿って、補

償金額の算定を行った結果、合計金額は、従来手法より検証対象手法が0 .2％少なかった。

（単価は従来手法・検証対象手法ともに共通とした。） 

算定の結果を建設工事の種類ごとに分析すると以下のとおりである。 

「1 仮設工事費」・「2 基礎工事費」・「3 軸部工事費」は、従来手法の図面と検証対象手法の

簡易 BIM モデルで延床面積・1 階床面積の計算結果に差がなかったため、理論上は補償金

額の算定にも差額は生じない。ただし、従来手法では、別添 2  木造建物数量積算基準第 2 条

の定めに基づき、積算数量認定表により試算した結果、実測値ではなく認定値を使用してい

た（参考資料3 を参照）。この特有の計算ロジックはRe :BIM にはないが、測定値自体に差

はないため、同様にエクセル上で認定値を算出したと仮定して、補償金額に差は生じないと

結論付けた。「2 基礎工事費」に僅かな差額が生じたのは、土間コンクリート面積の計算過程

における端数処理の違いである。 

「4 屋根工事費」は、GLOOBE  A rchitect の BIM モデルから算出した屋根面積が、従

来手法より 3 .2％多かったため、検証対象手法の金額が大きくなった。従来手法が壁芯基準、

検証対象手法が点群に基づいた壁面基準で屋根伏図を作成したことが理由と考えられる。 

「5 外壁工事費」は、GLOOBE  A rchitect の BIM モデルから算出した外壁面積（開口

部控除後。軒天井面積・箱庇面積を含む）が、従来手法より4.2 ％少なかったため、検証対象

手法の金額が小さくなった。最初に計算した外壁面積（開口部控除前）は従来手法の方が

1 .3 ％大きく、検証対象手法により取得した点群で見える外壁面積よりも、従来手法により

壁芯基準で計算した外壁面積の方が大きくなった（屋根と外壁の接合部分について、壁芯基

準の方が、壁が高く認識されるため。図 2 7 参照）。また、開口部面積を控除する際の、窓枠

の取扱いにも差があり、検証対象手法は窓枠の外側を基準に控除したのに対し、従来手法は

窓枠の内側で控除していたため、検証対象手法の開口部面積が 13 .3％大きくなり、面積差

が拡大した。軒天井面積も、従来手法の壁芯基準の方が大きく測定された。 

「6 内壁工事費」は、簡易 BIM モデルから算出した内壁面積が、従来手法より6.3 ％少な

かったため、検証対象手法の金額が小さくなった。差額が生じた主な理由は①Re :BIM は洋

風家屋を対象に想定しているため、仕様により、壁の下端 50 mm が巾木として自動分割さ

れること（図2 8 参照）、②外壁と同様に建具の控除面積に差があること（検証対象手法の方

が大きく控除する）、③キッチンの複雑な壁面分割が検証対象手法では再現できなかったこ

と、である。 

「7 床工事費」は、従来手法と検証対象手法で床面積の計算結果に差がなかったため、差額

は僅かであり、差額が生じた主な理由は計算過程における端数処理の違いである。なお、床

仕上の面積が部屋面積の一部となる場合（DK は床仕上げの分割処理、浴室は浴槽面積の控

除が必要）や、畳の枚数（標準単価表の数量単位が面積ではなく枚数になっているケース）は、

検証対象手法の簡易 BIM モデルでも効率化はできないため、従来手法と同様に手動計算が

必要であった。 

「8 天井工事費」は、従来手法と検証対象手法で床面積の測定結果に差がなかったため、玄

関と DK の数量は一致した。なお、1 階ホールにある階段の上裏（斜めの壁に見える部分）は
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簡易 BIM モデルでは再現できない（従来手法では内壁面積として拾っている。）。また、2 階

の廊下にある階段室部分の天井面積は、簡易 BIM モデルでは天井と扱わない仕様であった。

これらについては、簡易 BIM モデルからCSV で書き出した数量データを編集すれば、天井

面積に含めることは可能であるため、手動で面積調整を行って比較した。 

「9 開口部工事費」は、単位が「枚」・「か所」の項目では数量が一致するが、アルミサッシ3

か所の面積合計が検証対象手法の方が 5 .0 ％大きかったため、差額が発生した。数量差の原

因をランド・コンサルタントと議論した結果、従来手法は建具面積を建具枠の内側で採寸して

いたが、検証対象手法は外側で認識していた。また、従来手法の野帳に 1 か所記入ミスがあ

り、本来の面積より少なく計算していたことも分かった。なお、Re :BIM には障子の配置機

能がないため、アルミサッシの付帯工事としてデータを入力した。 

「10 造作工事費」も、単位が「か所」・「組」の場合は数量が一致するが、木製面格子の数量

が検証対象手法の方が 2 .0 ％大きかったため、差額が発生した。数量差の主な理由は、2 階

のアルミサッシに取り付けられた木製面格子について、従来手法では直接採寸できないため

アルミサッシと同じ高さという仮定で面積計算したのに対して、GLOOBE  A rchitect で

作成したBIM ではアルミサッシより大きいと測定していたことだった。 

「11 樋工事費」・「12 塗装工事費」は、根拠数量が床面積であったため、差額はなかった。 

「13 建築設備工事費」は、表 28 のとおり各設備の数量（「か所」、「基」、「栓」等の整数で

表現されるもの）が一致するため、差額はなかった。なお、不可視範囲にある配管類の長さ

（m）は、従来手法の数値をそのまま使用したので、こちらも差はなかった。 

「14 建物附随工作物工事費」は、従来手法を転用し、簡易 BIM モデルの外構部にオブジ

ェクトを入力したため、数量差・差額ともに生じなかった。 

 

3 3  ᶍ 26וֹ  

 

 
26  各工事費は計算過程において、部材ごとに異なる複数の単価を使っているため、面積と

工事費の誤差率は一致しない。 

▄ No. ὺ ῬⱧχ ˢῬ ˣ ︣ ᾁ ︣ ₯ᶛ ῏₯ ―

1 ᴠ ῬⱧ 1,432,076 1,432,076 0 0.0%

2 ṁ ῬⱧ 1,881,719 1,881,760 41 0.0%

3 ꞊ ῬⱧ 7,036,660 7,036,660 0 0.0%

4 ᴒ₢ῬⱧ 1,284,444 1,325,388 40,944 3.2%

5 ᵰ ῬⱧ 2,635,540 2,534,094 -101,446 -3.8%

6 ῬⱧ 1,682,026 1,586,433 -95,593 -5.7%

7 ῬⱧ 1,230,239 1,230,333 94 0.0%

8 ӻῬⱧ 370,077 370,058 -19 -0.0%

9 ᵫῢ ῬⱧ 3,546,810 3,631,043 84,233 2.4%

10 ⌠ῬⱧ 1,784,958 1,788,767 3,809 0.2%

11 ῬⱧ 178,143 178,143 0 0.0%

12 ῬⱧ 182,522 182,522 0 0.0%

13 ὺ ῬⱧ 4,529,145 4,529,145 0 0.0%

14 ὺ Ῥ⌠ ῬⱧ 22,192 22,192 0 0.0%

›ὓ 27,796,551 27,728,614 -67,937 -0.2%

ὺ

ὺ

ῬⱧ

ὺ ψ ᴣϬẶ τΰθΥ

ԁ χῬ π ︣ ρχ

χ₯τϢϥ₯ᶛΥ θ

̞ χ₯

ˢᾁ ︣ ˸ ︣ ˣ

ʹᴒ₢ῬⱧʹʹ˴3.2̋

ʹᵰ ῬⱧʹʹ˔4.2̋

ʹ ῬⱧʹʹ˔6.3̋

ʹᵫῢ ῬⱧʹ˴1.1̋

ʹ ⌠ῬⱧʹʹ˴2.0̋
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2 7  ᶍ ╗ ╣֩ ᶆᶍᶹḩᴻḀ  ֪

 
 

2 8  ᶍ ֩ ᶍּז 50 mm  ֪

 
 

② 工作物について 

続いて、工作物について、表23 で想定した効率化の手段を念頭に置いて、補償金額の算

定を行った結果、合計金額は従来手法より検証対象手法が 0 .1％多かった。 

単価は従来手法と検証対象手法で合わせた（標準書の単価は一般的な工作物しかないた

め、従来手法は標準書をベースに代価表（※）で単価を組み直したケースが多く、検証対象手

法では再現できないため、そのまま引用した）ので、数量差がない工作物は、補償金額も一致

したが、土間コン・砂利敷（表3 4 の N o .1 や N o .3 等）の面積は、従来手法の工作物求積図

から算出された数値より、検証対象手法で簡易 BIM モデルに入力した多角形の方が 0 .2％

大きく、フェンス・積塀の長さについても、従来手法の測定値より、簡易BIM モデルに敷設し

たオブジェクトの長さの方が 0 .1％長かったため、いずれも補償金額に若干影響した。 

上記の差は Scaniverse で撮影した画像を背景画像として手作業でオブジェクト入力・

配置をしたため生じたものである。 
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※代価表とは、標準単価表に記載がない建具・造作・設備等について、他の類似単価や市販

の積算単価資料等から見繕い、仮の単価を計算したものである。図 29 ・30 に例を載せる。 

 

2 9  ᶃᶩ ᶍ  לּ

標準単価表の類似単価（幅1 ,050 mm）を基準に、幅600 mm の場合の単価を決定 

 

 

30  ᶍ לּ  

標準単価表に類似単価がないため、市販の積算単価資料から見繕って単価を決定 

 
 

3 4  ᶍ  וֹ

 

⁷ ⁷ ⁷ ⁷

≈╡

ﬞ 22,200

22,200
2780120  P -145

 39,000×0.600÷1.050

22,200

10 ≈╡  600mm× ⅝367mm× ↕500mm

⁷⁷⁷ ⁷⁷⁷ ⁷⁷

1,050mm× ⅝367mm× ↕500mm ﬞ 1.00 1.00000 22,200

⁷ ⁷ ⁷ ⁷

6,600

2,000
 P515

80% 2,500×0.8

6,600

4,600 4,600
 P515

80% 5,750×0.8

1.00 1.00000 2,000

1.00 1.00000

7  13 15

⁷⁷⁷ ⁷⁷⁷ ⁷⁷

▄ No. ὺ ῬⱧχ ˢῬ ˣ ︣ ᾁ ︣ ₯ᶛ ῏₯ ―

1 ḧЀрϼз˔Е Φ 1,182 1,178 -4 -0.3%

2 ḧЀрϼз˔Е Φ 352 326 -26 -7.4%

3 ₳ 277 272 -5 -1.8%

4 ϯиЬἹ∙ ᵫ 58,660 58,660 0 0.0%

5 ḧЀрϼз˔Е Φ 6,901 6,851 -50 -0.7%

6 ḧЀрϼз˔Е Φ 9,238 9,311 73 0.8%

7 ἕӻᾭ 1,154,009 1,154,009 0 0.0%

8 ₳ 1,747 1,781 34 1.9%

9 ТϴрІ ṫ УкАϼ 1,518,669 1,522,212 3,543 0.2%

10 ḧЀрϼз˔Е Φ 8,236 9,029 793 9.6%

11 ḧЀрϼз˔Е Φ 23,581 24,520 939 4.0%

12 ϯиЬ ˢ ԏˣ 78,760 78,760 0 0.0%

13 УкАϼף 3,679 3,683 4 0.1%

14 ḧЀрϼз˔Е Φ 12,511 13,245 734 5.9%

15 ḧЀрϼз˔Е Φ 17,747 19,003 1,256 7.1%

16 RC 82,681 82,681 0 0.0%

17 ϯиЬἹ∙ ᵫ 41,140 41,140 0 0.0%

18 ḧЀрϼз˔Е Φ 89,199 88,051 -1,148 -1.3%

19 ₳ 858 940 82 9.6%

20 ϸ˔УЬж˔ 11,020 11,020 0 0.0%

21 ḧЀрϼз˔Е Φ 53,960 53,858 -102 -0.2%

22 1,652 1,652 0 0.0%

23 ϯиЬ ϸ˔Ъ˔Е 127,144 127,144 0 0.0%

24 ϯиЬ ˢ ԏˣ 92,300 92,300 0 0.0%

25 ТϴрІ ṫ УкАϼ 14,756 14,283 -473 -3.2%

26 ϯиЬ ԜТϴрІ 52,726 52,099 -627 -1.2%

27 ϛУкАϼ♁כּ 3,388 3,388 0 0.0%

28 ṫ УкАϼ 35,393 35,632 239 0.7%

29 ₳ 11,020 10,892 -128 -1.2%

›ὓ 3,512,786 3,517,920 5,134 0.1%

Ῥ⌠

Ῥ⌠ ψ ᴣϬẶ τΰθΥ

ԁ χῬ⌠ ˢ ḧЀрʺ

₳ ʺТϴрІʺ ˣπ

₯χθϛ₯ᶛΥ θ

̞ ḧЀрʺ₳ χ ψ

ʹRe:BIMτ ὂᵊ Ϭ ϙ₅ϙ

ʹζχẽᵦ ϬσηϤσΥϣ

ʹḛӬBIMτ ΰθ

ʹ ᶑἹΤϣ μθΥ

ʹ ︣ χẐ ρχḧπ

ʹ+0.2̋χ῏₯Υ θ

̞ТϴрІʺ χ ήϜ

ʹ τ ὂᵊ Ϭσηϥάρπ

ʹḛӬBIMτ ΰθ

ʹϷУЅϴϼЕΤϣ μθΥ

ʹ ︣ χ ρχḧπ

ʹ+0.1̋χ῏₯Υ θ
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③ 立竹木について 

最後に、立竹木について、表24 で想定した効率化の手段を念頭に置いて、補償金額の算

定を行った。単価・数量（本数・面積）は従来手法と検証対象手法で共通としており、従来手

法・検証対象手法ともに補償金額は完全に一致した。 

 

3 5  ᶍ  וֹ

 
 

以上を踏まえ、本検証技術による物件調査業務の代替可能性についてまとめると以下の

とおりとなる。 

 

3 6  ᶊᶧᶪ ᶍ סּ  

物件調査の業務の概要  代替可能性の確認結果  

現

地

調

査 

測定等 建物及び工作物を対象とした寸法

の調査が必要であり、次のとおり

測定等する。 

・長さ、高さ等の測定単位は、メー

トルを基本とし、小数第2 位（小

数第 3 位を四捨五入）とする。 

・面積に係る測定は、原則として、

柱又は壁の中心間で行うことと

する。 

・建物等の構造材、仕上げ材等の厚

さ、幅等の測定は、原則として、ミ

リメートルを単位とする。  

¶ i P ad  P ro の L i DAR スキャンを用

いて取得したデータを910 モジュー

ルに基づいて mm 単位の精度で補

正できるアプリ及びスキャン密度

M iddle に設定したレーザースキャ

ナで長さ、高さ等をメートルの小数

第 2 位（小数第3 位を四捨五入）を

単位として測定することができ、従

来手法と同等／同等以上の精度で

測定できるため、代替可能（p .40 参

照）。 

¶ 面積に係る測定は、上記のL i DAR

アプリ及びレーザースキャナで測定

した結果を用い、柱又は壁の中心間

の距離を計算することができるた

▄ No. χ ︣ ᾁ ︣ ₯ᶛ ῏₯ ―

1 νωΦ 16,400 16,400 0 0.0%

2 ςΞιϭννα 14,400 14,400 0 0.0%

3 ςΞιϭννα 14,400 14,400 0 0.0%

4 ςΞιϭννα 23,400 23,400 0 0.0%

5 ςΞιϭννα 23,400 23,400 0 0.0%

6 ςΞιϭννα 23,400 23,400 0 0.0%

7 ννα 7,760 7,760 0 0.0%

8 ννα 7,760 7,760 0 0.0%

9 ννα 5,890 5,890 0 0.0%

10 ήίϭΤ 4,060 4,060 0 0.0%

11 έ˔ϥςΨϦβρ 81,600 81,600 0 0.0%

12 ήίϭΤ 25,600 25,600 0 0.0%

13 ήίϭΤ 25,600 25,600 0 0.0%

14 ήίϭΤ 25,600 25,600 0 0.0%

15 νΫ 87,700 87,700 0 0.0%

16 ήίϭΤ 12,300 12,300 0 0.0%

17 νΫ 58,000 58,000 0 0.0%

18 νΫ 87,700 87,700 0 0.0%

19 νωΦ 19,500 19,500 0 0.0%

20 ϤϟΞχϋΫ 5,106 5,106 0 0.0%

›ὓ 569,576 569,576 0 0.0%

ψ ᴣΥẶ πʺ

Ϝ αχθϛ₯ᶛψσΜ

̞Ё˔иЖϼйІЕψ

ʹ ᴣ τσΜθϛ

ʹΤΜξΤΜϐΦπ

̞ϤϟΞχϋΫψ

ʹ  0.6m2 πὓ▄
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め、代替可能（p .41 ～43 参照）。 

¶ 建物等の構造材、仕上げ材等の厚

さ、幅等の測定は、従来手法でも天

井裏の確認や、建築年代・用途等か

らの推定により決定しており、LiDA

R アプリ及びレーザースキャナでも

壁裏・天井裏は不可視範囲となり測

定できないため、従来手法と同様に

推定した。 

立竹木のうち庭木等を対象に、次

のとおり、庭木の区分・種類に応じ

て、幹周、樹高、幹高、葉張、葉長点

高、玉周等を測定する。 

 

【測定単位】 

・幹周、胸高直径は、センチメート

ル（小数点以下第1 位を四捨五

入）とする。 

・樹高、幹高、葉張、葉長点高及び

玉周は、メートルとし、小数点以

下第 1 位（小数点以下第2 位四

捨五入）までとする。ただし、庭木

等のうち株物類等については、セ

ンチメートル（小数点以下第1 位

四捨五入）とする。 

 

【測定方法】 

・幹周は、樹木の地上1．2  

m の部分で測定する。 

・葉張は、当該樹木の主要な樹形を

形成する枝先までの徒長枝を含

まない幅とする。 

・幹高は、当該樹木の幹の最上部ま

での高さとする。 

・葉長点高は、樹冠の最上葉の先端

から根鉢の上端までの垂直高と

する。 

¶ 今回は立竹木が群生していて内部ま

で光が届かなかったため、レーザー

スキャナでの測定は困難であること

が判明（p .4 4 参照）。 

 

※検証対象手法での簡易 BIM モデルへ

のデータ登録及び立竹木配置図の作

成は、従来手法の野帳に基づいて行

った。 

 

※立竹木が散在している場合であれば、

点 群 取 得 後 に GLOOBE  

A rchitect の点群アシスト機能等で

根拠数量を測定できた可能性があ

る。 

種類・数

量の把握 

建物及び工作物、附帯工作物の調

査においては、数量を把握し、記録

する。 

¶ 木造建物建築直接工事費の根拠数

量、付帯工作物の面積は L i DAR ア

プリで作成した簡易 BIM から算出

できるため、代替可能。不可視範囲

（掘井戸の深さ、地中にある各種配

管の径等）は、測定不能のため算出

が困難なことが判明した（p .41 ～

42 参照）。 

¶ 屋根上等については、高所撮影用の

三脚を使用することによって、屋根
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上にのぼることなく調査が可能であ

るところ、屋根や軒裏の寸法や材質

を確認することができ、従来手法と

同等以上の情報を取得することがで

き、代替可能。 

立竹木の調査においては、樹種を

把握し、記録する。 

・樹種判定 AI により 66 ．7 %の精度

で樹種を判定することができたた

め、代替可能性はある（p .4 5 ～46

参照）。 

図面等 

作成 

調査区域内の建物等について、補

償金外算定のために必要な図書を

作成する。 

・L i DAR アプリ及びレーザースキャナで

の測定結果をもとに、BIM ソフト及び

CAD システムで、所定の図書に求めら

れている要素を網羅した情報の作成が

可能なため、代替可能（p .4 7 参照）。 

井戸、給排水設備、屋外のガス設

備、庭石、庭園、立竹木、自動車の

保管場所等の配置を調査し、原則

として縮尺 100 分の 1 により建

物等配置図を、原則として所有者

ごとに作成する。 

¶ 建物等配置図は、Li DAR アプリ及び

レーザースキャナで取得したデータ

をもとに BIM ソフトで、縮尺100

分の 1 と同等の詳細さで所定の要素

を含んだ図面及び 3 D モデルを作成

することができたため、代替可能

（p .4 7 参照）。 

木造建物については、調査終了時

に所定の様式・基準を満たす調査

表及び図面を作成するとともに、

外部・屋根、各室、造作・建築設備

及び建物附随工作物を撮影した写

真台帳（撮影の位置、方向及び写

真番号の記載を要する。）を作成す

る。 

¶ 図面は、所定の条件を満たした図面

及び 3 D モデルを L i DAR アプリ、

レーザースキャナ及びBIM ソフト、

CAD システムにより作成できたた

め代替可能（p .4 7 参照）。 

¶ 写真台帳は、3 D モデルとLi DAR ア

プリ及び 360 度カメラで撮影した

写真を紐づけることにより、撮影位

置や撮影方向をシステム上で確認可

能であったため、代替可能（p .25 、

29 参照）。 

附帯工作物については、所定の調

査表及び附帯工作物配置図、附帯

工作物の詳細図、写真撮影方向図

を作成する 

¶ 附帯工作物配置図は、L i DAR アプ

リ、レーザースキャナ及びBIM ソフ

ト、CAD システムにより所定の条件

を満たす図面及び 3 D モデルが作成

できたため、代替可能（p .4 7 参

照）。附帯工作物の詳細図（求積図）、

写真撮影方向図は簡易 BIM モデル

のビューワーで代用可能と想定。 
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立竹木については、庭木等、用材

林、薪炭林、収穫樹、竹林及び苗木

等に分類し、調査終了時に所定の

様式・基準を満たす算定書又は調

査表を作成する。また、立竹木配置

図（庭木等）、標準地位置図等（用

材林）、写真撮影方向図、その他必

要な図面を作成する。立竹木の写

真を撮影し、所有者ごとに写真台

帳を作成する。 

¶ 立竹木が群生していて内部まで光が

届かなかったため、レーザースキャ

ナでの測定ができないことから、検

証対象手法のみによる立竹木配置図

等の作成は困難（p .4 4 参照）。 
 

※検証対象手法での簡易 BIM モデルへ

のデータ登録及び立竹木配置図の作

成は、従来手法の野帳に基づいて行

った。 

 

¶ 写真台帳は、簡易 BIM モデルと連

携した 2 D 写真及び 360 度カメラ

で撮影した写真により必要な写真を

網羅できているため、代替可能

（p .25 、29 参照）。 
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3 .2 .2  実用性に係る結果と評価 

 

3 .2 .2 .1  工数の比較分析 

現地調査当日の工数、図面作成の工数をまとめて、従来手法と検証対象手法で比較すると、

以下の表 3 7～3 8 のとおりとなった。なお、表においては従来手法の時間を準用している項

目を黄色でハイライトした。 

内訳を見ると、屋内での物件調査時間は検証対象手法の方が約40 分短い。Re :BIM は

空間形状の測定が非常に速く、和室の造作や柱の直径・品等、コンセントの数といった補償金

額算定に必要な細部を記録・確認するための写真連携機能も備えている。ただし、Re :BIM

は現時点で洋風家屋を対象に想定しているため、仕様により、壁と床の境目に巾木が自動生

成される、建具に障子や襖等の和風パーツがない等の理由で、建物内部をデジタルツイン27

として再現するには至らなかった。また、検証対象手法は図面作成のための簡易BIM モデ

ルの加工・調整を後日行ったが、従来手法は画板と方眼用紙を使い、簡易的な平面図をその

場で作成していた点に留意が必要である。なお、後日検討した結果、和室の造作等は代価表

のためサイズを測定しておく必要があったため、検証対象手法の所要時間に、想定値で採寸

の所要時間を追加した。 

屋外の調査所要時間は従来手法の方が短かったが、両手法ともに測定可能な範囲が異な

るため、単純比較は難しい。従来手法は遠方から屋根を目視して、屋根の種類・勾配・大きさ

等を推定するが、検証対象手法は高所撮影用の三脚によって屋根上の測定・データ化まで実

現している。一方で、群生する立竹木の内部、掘井戸の深さ、地中にある各種配管の径等は

検証対象手法では測定できなかったので、従来手法を併用する必要がある。なお、今回の検

証では、レーザースキャナと360 度パノラマ写真用のカメラを三脚に都度付け替えて高所

撮影をしたが、将来的に1 つの機器で済ませる28 ことができれば、検証対象手法の撮影時間

はより短縮できると思われる。 

図面作成のフェーズでは、検証対象手法はいずれもデータの前処理の時間が生じる。図面

化・補償金額の算定に必要な数量・単価・仕様等の情報をRe :BIM の簡易 BIM モデル、又

は GLOOBE  A rchitect の BIM モデルにあらかじめ埋め込んで、その後の工程で取り出

せるようにしておく作業であり、特にRe :BIM でカバーする範囲は、実際の図面作成29 にお

いて工数削減の効果が見られる。 

 

 
27  現実世界の空間データを、仮想空間上にまるで双子のように再現する技術。 
28  本検証で使用した Leica BLK360 G1 の上位機種である G2 は、5 分割の HDR 球

面画像を 20 秒未満で撮影可能とされており、屋外の撮影時間を短縮できる可能性がある。 
29  作成する図面の縮尺・仕様・レイアウトは、従来手法を参考にした。 
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3 7  ᶊᵩᵰᶪ ֩ ֪ᶍ  

 

  

ᴒ ˢ͍ᵬˣ 1 ᴞ 11 15

2 ЍϱИрϽϺАЎр 15 30

3 ˢ͒ע ˣ 6 30

4 ˢ͔ע ˣ 7 30

5 Ӷ ʾ ע 12 40

6 Еϱй 3 20

7 ᵬ 3 30

8 ẩ ὓ τϢϥὓ ˢ̞ˣ 19 30

9 אּ ╖ֲˢ͎Dˣ 14 11

10 אּ ╖ֲˢОЛжЫˣ 5

74 15 44 30 0 0

ᴒ ˢ͎ᵬˣ 11 ᴞ 5 15

12 ˢ͒ע ʾ︣ ˣ 7 50

13 ˢ͒ע ʾᴀˣ 6

14 ẩ ὓ τϢϥὓ ˢ̞ˣ 1 30

15 אּ ╖ֲˢ͎Dˣ 5 50 3

16 אּ ╖ֲˢОЛжЫˣ 2

24 55 12 30 0 0

ᴒᵰ 17 ᴒ₢ʾᵰ 30 60

18 ᵰ  70 60

19 30 30

20 אּ ╖ֲˢ͎Dˣ

21 אּ ╖ֲˢОЛжЫˣ 45

130 0 0 0 195 0

229 10 57 0 195 0

̞ᾁ ψם☼ΰσΤμθΥʺῇ χ τϢϤ ᴣ ⌠ χθϛτ

ʹ ⌠ χ⅜ Υ ιρ ΰθθϛʺ π ᴥΰθ

ᾁ ︣
︣

9

ὓ

›ὓ

ṜτḯϚ

No.

Ⱳḧ

ὓ

ὓ
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3 8  ᶊᵩᵰᶪ ֩ ֪ᶍ   

 

  

Ⱳ Ⱳ Ⱳ

D1 ḛӬBIMЯДиχᴥῬʾ

ὺ Ἱ χ 30

ᵰ ʾ ϷУЅϴϼЕ χ 6

ᶆ ЯДи⌠ 1

ϯϱГЭЫІЌ⌠ 8

ϯϱГЭ Ϊ 3

D2 GLOOBE ArchitectπBIM⌠

ἪД˔Ќ 1

ἪΤϣχBIM⌠ 25

18 30 26 0

ὺ 1 3 30

2 Ẑ ˢ ˣ 1 20

3 ṁ Ỹ ʾ Ỹ 1 45

4 ᴒ₢ 3 7

5 5 7

6 ὺἇӡ 5 1

7 ⌠ӡ 3 1

8 ṓ 2 1

9 ϹІ 1 30

10 ẚ ʾẚ 1 30

11 1 30

12 ־ Ƌ Ƌζχ 1 40

13 ὺ Ῥ⌠ ӡ 30 15

14 ᵰ Ẑ 1 1

15 ᵫ ˢ ˣ 4

32 30 7 0 15 0

Ῥ⌠ 16 Ῥ⌠ 5 30

17 Ῥ⌠ Ẑ 1 30

18 1 20

אּ ḩἰ 19 אּ ΰ 4

20 אּ

44 0 26 20 41 0

̞ Re:BIMχḛӬBIMРв˔м˔ᶎ π πΦϥθϛ⌠ ρ

 ̞

 ̞

›ὓ

Д˔Ќχ

ὓ

 ̞

ὓ

 ̞

No.

Ⱳḧ

︣
ᾁ ︣
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補償金額算定にかかる工数についても分析結果を表39 にまとめた(従来手法の時間を準

用している項目は黄色でハイライトしている。)。検証対象手法は木造建物建築直接工事費の

計算に関わる根拠数量を、簡易BIM モデルから抽出することによって従来手法よりも工数

削減が見込めるが、工作物・立竹木の補償金額算定や、解体・廃材処理に関しては従来手法と

同様になると想定される。また、標準単価表からの単価の選定や代価表の作成についても検

証対象手法に優位性はないため、工数の削減効果は限定的30 と考えられる。 

 

3 9  ᶍ ᶊᵩᵰᶪ ֩ ֪ᶍ  

 
 

なお、今回の検証対象手法について、実務者からの意見をヒアリングするため、補償コンサ

ルタントを対象としたアンケート調査と実地でのRe :BIM 体験会（ハンズオン）の2 つを実

施した。それらの結果は、本報告書の末尾に参考資料 1・2 として掲載する。 

  

 
30  従来手法による補償金額算定の手順を確認した結果、工作物は各工作物の数量に基づい

て代価表（図2 9・30 参照）を作成し、単価・廃材量を決定する必要があることが分かったた

め、検証対象手法では再現できない。立竹木はデジタル技術による測定ができず、従来手法

の数量を検証対象手法でも流用したため優位性がない。 

Ⱳ Ⱳ Ⱳ

Ỳᶛχ 1 ▄ 30 30

▄ 2 ᴣ ( ) 1 1

3 ᴣ 3 3

4 ∙֫ ẉό ∙  ˢ͍ˣ ∙ 1 1

5 ὺ ᵔ ῬⱧ ὓ▄ 30 30

6 ὺ ὺ ῬⱧ ὓ▄ 6 5

7 ὺ ὓ▄ ˦ζχ ˧ 30 1

8 ὺ ὓ▄ ˦ᵰ ˧ 2 1

9 ὺ ὓ▄ ˦Ỳ ὺἇ˧ 30 30

10 ὺ ὓ▄ ˦ ʾ ӻ˧ 2 30

11 ὺ ὓ▄ ˦ ˧ 2 30

12 ὺ ὓ▄ ˦ ὺἇ˧ 30 30

13 ὺ ₰ 1 1

14 1-1.Ῥ⌠ ▄ 6 6

15 1-2.Ῥ⌠ ᴣ 2 2

16 1-3.Ῥ⌠ ∙ ὓ 30 30

17 2. ▄ 3 3

32 0 25 30 2 0

Ⱳḧ

ᾁ ︣

›ὓ

No. ︣
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3 .2 .2 .2  コストの比較分析 

コストについては、イニシャルコスト・ランニングコストを中心に、参考資料 1 のアンケート

に基づいて表 40 で比較した。従来手法の場合、最も安価な機器・ソフトのみを使用すれば初

期導入コストは数万円で済むため、検証対象手法よりも小さくなるが、アンケートでは無料

CAD+ 表計算ソフトのみと回答した１社以外の 12 社全てで、何らかの補償システム（内製・

市販）を使用しており、多くの事業者にとって導入費用が従来手法と比較して過大にはなら

ないと推測される。 

さらに検証手法では、運用コスト(人件費)について、作業時間の効率化や人件費単価の抑

制によって、大幅なコスト削減が期待できる。 

 

40  ᷈ḁḐᶍ  

初期導入コスト（補償業務（調査・作図・算定など）に必要な機器・ソフト等の新規購入費用） 

 

 

運用コスト（継続的な補償業務（調査・作図・算定・保管など）の運用にかかる費用） 

 

 

習得コスト（未経験者が補償業務（調査・作図・算定・保管など）技術の習得にかかる費用） 

 

  

測量機器（トランシット、コンベックス、レーザー距離計など） iPad Pro (LiDAR搭載モデル)

1万円～50万円程度 10万円～20万円程度

Jw_cad、AutoCAD、補償システム(市販等)

0万円～数十万円程度

Excel等表計算ソフト、補償システム(内製)、補償システム（市販）

0万円～数百万円

׃ ⱦ ⱦ ׂ׃ ⱦ ׂׄ ⱦ

ー

ー

測量機器購入

CADソフトウェア購入費

積算ソフトウェア購入費

Jw_cad、AutoCAD、補償システム(市販等)

0万円～数十万円

ローカル/クラウドストレージ

数万円～数十万円

ⱦ ⱦ ׄ ⱦ ׅ ⱦׁ ְᶧᶩ

ソフトウェア保守費

データ管理費

Re:BIM利用料
１ライセンス 2万円～3万円/月

OJT研修費用（人件費換算）、外部研修費用 OJT研修費用（人件費換算）、外部研修費用

現調技術：数万～数十万（数日～数か月） 現調技術：数万（数日）

作図・積算技術：数万～数十万（数日～数か月） 作図・積算技術：数万（数日）

研修費
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定量的比較 

 

 

また、上記以外の観点からの検証対象手法の社会実装のメリット及び可能性についても検

討すると、検証対象手法は業務効率化、属人化の解消、人材育成コストの削減、BCP 対策、

関係者間での情報共有・合意形成の促進といったメリットも多く、総合的な導入効果が期待

できる。この点は参考資料 2 に記載している、補償コンサルタントの意見でも確認された。 

なお、社会実装の可能性については、参考資料1～2 の補償コンサルタント事業者へのア

ンケート・体験会（ハンズオン）で収集した意見より、専門性が必要な調査・図面作成作業の簡

素化や、将来的な人材育成の課題について解決する糸口になるとの意見があった。 

 

41  ᶍḩḲḋḐ ᶒּס ᶊ ᶪ  

 

  

初期導入コスト ・検証対象手法はiPad Proの購入費用がかかるが、測量機器一式と比較すると安価になる可能性がある。

・検証手法対象は、作業時間の効率化や人件費単価の抑制によって実測・図面作成にかかる人件費を
  大幅に削減できる可能性がある。

・熟練のコンサルタントに依存していた業務を、比較的経験の浅い担当者でも行えるようになるため、
  人件費単価を抑えられる可能性もある。

・クラウド上の一元管理で、事務作業時間も削減できる可能性があるが、
  クラウドサービスの利用料が継続的に発生する。

・検証対象手法は、データの一元管理や共有が容易になるため、情報共有の遅れによる手戻りや遅延、
　成果物チェック時間を削減できる可能性がある。

・LiDARスキャンによる3D建物データは、プロセスと成果物の可視化・理解度向上に役立ち、
　検査・承認・合意形成にかかる時間を低減できる可能性がある。

運用コスト

その他

属人化の解消
・従来手法は熟練者の経験やスキルに依存する部分が大きかったが、
　検証対象手法は一定の品質を保ちやすく、業務の標準化につながりやすいと考えられる。

人材育成 ・検証対象手法は比較的容易に操作を習得できるため、若手の人材育成コストを抑えられる可能性がある。

BCP対策
・クラウドサービスを利用することで、災害時などでもデータにアクセスしやすく、
  事業継続性の向上につながる可能性がある。

・3Dモデルを用いた説明は、関係者にとって理解しやすく、合意形成を円滑に進められる可能性がある。

・現地調査時間が短縮可能であるため、実務者の作業負担だけでなく権利者の立会い負担も低減可能。
合意形成
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3 .3  ᶍᶝᶇᶠ 

 

3 .3 .1  技術検証結果の総括  

前述のとおり、本検証では、埼玉県において実施されている公共用地の取得等の一般補償

における物件調査の業務を対象に、「2 .1  技術内容の詳細」記載の技術（製品・サービス等）

の活用可能性を検証したが、測定値の精度等の技術的な代替可能性と、工数等の削減効果と

いった実用性に大別してまとめると、以下のとおりとなる。 

 

ᵊ ᶉ סּ  ɛ

① 物件調査 

前記 3 .2 .1 のとおり、検証対象手法としてi P ad  P ro の L i DAR 機能を利用した

Re :BIM （表5）及びレーザースキャナであるLeica  BLK 360  G 1（表9）で物件の測定を

実施した結果、8 割の項目で従来手法と同等の図面を作成することができ、光によるリモー

トセンシングによる方法であっても、対象業務に用いるに当たって十分な精度を有すること

が確認できた。対象業務において求められる写真の記録についても、I nsta 360  X 4（表6）

による 360 度パノラマ写真等を簡易 BIM モデルに連携させることで、従来手法で作成さ

れている写真台帳や写真撮影方向図等の代替として、照査技術者や発注者の事後確認を容

易にできることを確認した。 

特に本検証では、リモートセンシングによる測定手法として、それぞれの特性も踏まえて2

種類用いているが、Re :BIM では現行の仕様上、外構を測定・把握できないものの、別の

i P ad 用のアプリであるScaniverse （表8）を組み合わせることで外構に係る必要な情報

取得を一定程度行えることが確認できたため、外構についても、i P ad  P ro の L i DAR によ

って技術的に代替することは可能と考えられる。また、Leica  BLK 360  G 1 については、

Re :BIM では測定できない屋根や外壁の形状を精度高く把握でき、B i  Rod  6 C - 7500

（表10 ）の先端に取り付けて、従来手法では直接測定することが困難な建物の屋根等の高所

部分までデータ化（測定）できることを確認した。なお、対象業務において、従来手法のよう

な方法を前提とした現状の面積算定（測定範囲）の考え方が、一般的なリモートセンシングに

よる測定手法の考え方と異なるところもあり、その相違によって数量差が生じるケースがあ

る点は、活用に当たって調整が必要である。 

一方で、本検証を通じて、次のような技術的な留意点も確認された。 

・光の性質上、測定等が困難な対象が存在すること（例：密集した立竹木の内部状況） 

・天候の影響による測定精度等への影響（例：風による測定機器の揺れ等） 

・樹種判定AI による立竹木の判定の精度 

もっとも、工夫次第で対応可能なものもある。例えば、風といった天候の影響については

機器の設定や、高機能の上位機種に変えて点群の取得速度を上げる等することで、ノイズを

かなり低減でき、測定精度を担保できると考えられる。立竹木の判定精度についても、本検

証で用いた樹種判定 AI （表7）での判定精度（正答率）は66 .7％に留まったが、学習データ

に用いたものが全世界の植物が対象のオープンデータであったということもあり、日本の植

物（特に補償業務が扱う立竹木）に特化した写真の学習データを増やすことによって、精度を 
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高められる可能性もある。 

 

② 補償金額算定  

前記 3 .2 .1 のとおり、検証対象手法での測定結果・図面をもとに補償金額を算定したが、

従来手法によって算定した補償金額は31 ,878 ,913 円となり、検証対象手法によって算定

した補償金額は 31 ,816 ,110 円となった。費目ごとに算定額を比較すると、木造建物建築

工事費で 0 .2 %、工作物補償額で 0 .1 %、立竹木補償額で 0 .0 %の差となった。 

上記の補償金額の差が生じた主な原因は以下のとおりである。 

・面積の測定方法の差（従来手法は壁芯基準、検証対象手法は壁面基準） 

・開口部面積の認識の相違（従来手法は窓枠の内側、検証対象手法は外側で測定） 

・手作業に起因する面積差（砂利敷等の工作物の面積を、従来手法は求積図で算定したが、 

検証対象手法は簡易 BIM モデルの外構部分に手作業で多角形を入力して算定した） 

・計算過程における端数処理方法の相違 

このうち、端数処理方法の相違については、技術的には補正可能である。 

 

ᵊ  ɛ

前記 3 .2 .2 のとおり、検証対象手法を対象業務に導入するに当たって、重要な要素とい

える作業効率化やコストの面等でも検証対象手法は有意義であることが確かめられた。 

特に、対象業務において課題となっている調査実施者及び調査に立ち会う者の負担軽減

のための調査業務の効率化については、測定・図面作成の工数（外壁・屋根以外31）を比較し

たところ、全体で約 10 時間を削減可能と見込まれる。さらに、Re :BIM や 360 度カメラを

用いることによって、図面作成を容易にするだけではなく、写真撮影方向図などを簡易 BIM

ビューワーで代替し、図面の作成自体が不要にできる点でも効率化に寄与する可能性がある。

なお、補償金額算定における工数削減の効果は、簡易BIM モデルからの自動算定機能が未

実装のため限定的な結果となった。 

コスト面についても、補償コンサルタントへのアンケートやヒアリングから、検証対象手法は

従来手法に比べ導入コストがかかるものの、運用コストや習得コストは従来手法よりもかか

らないと考えられる。 

このほか、属人化の解消、人材育成コスト縮減、BCP 対策、合意形成円滑化の側面でもメ

リットがあると考えられる（表41 ）とともに、補償コンサルタントの意見（参考資料1～2）か

らも、照査作業のやりにくさや人手不足といった補償コンサルタント業務が抱える課題を解

決する役割が期待される。 

 

以上より、検証対象手法を物件調査業務に導入することには一定の意義があると考えられ

る。もっとも、上記で述べたようにデジタル技術での代替に限界がある部分もあるため、その

特性を理解し、従来手法と併用することによって効率的な業務遂行が可能になるだろう。 

 
31  外壁・屋根は、従来手法が高所部分を直接測定できないため推定したのに対し、検証対象

手法は高所もレーザースキャナにより精度の高い点群データを取得し、それに基づくBIM モ

デル作成を行っているなど、実施している内容が異なるため、比較対象から除外した。 
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3 .3 .2  今後の展望 

本検証の結果を踏まえ、対象業務におけるデジタル技術活用の具体的な方向性と表 1 の

業務の概要に応じた今後の関連規定の見直しに向けた留意点を以下のとおりまとめた。 

 

① 屋内調査 

Re :BIM に限らず本検証で対象としたデジタル技術（L i DAR ）を活用すればmm 単位で

の間取りの測定は十分可能であり、さらにRe :BIM であれば、2 D 写真や 360 度パノラマ

写真と、簡易BIM モデルとの連携機能があり、個数情報が必要な小さなコンセント・水栓等

についても、その位置関係を含めて写真で把握できる。 

しかし、それだけでは補償金額の算定には十分ではない。具体的には、Re :BIM 等では正

確に把握するのが困難であった和室の造作の採寸（代価表作成に必要）、天井高、仕上・下地

の厚さを確認するための天井裏の調査等が必要となる。デジタル技術の活用が難しい調査

対象については、アナログ技術の補完による対応も考えられるが、現行の規制は、従来手法

で調査することを前提として測定すべき対象や算定基準を定めたものであり、デジタル技術

で調査することを想定していないため、その測定を必要とする対象や、算定基準について、

本検証で活用可能性が示されたようなデジタル技術を踏まえた規制の見直しも求められる。

特に、L i DAR は表面の寸法を測定するのに適した技術であるため壁面基準での測定が基本

となるが、関連規定が定める壁芯基準との整合性をどのように確保するかも課題である。 

他には、補償コンサルタントの意見として、参考資料2 で、建具・設備等の自動認識ができ

るとより効率的になる旨が示されている。これについては2024 年 12 月に、効率化を見据

えた実験的な機能として、AI による画像認識・自動分類機能をRe :BIM に実装している。具

体的には、画像を読み込ませると「木製片開戸の可能性〇％」のように建具候補がリスト形式

で表示され、ユーザーが正解を選択する方式である。当該機能は、現場での調査実施時に未

実装だったため、本検証では使用していないが、実務を通じて撮影した画像や選択結果を学

習データに追加して再学習することで AI の精度（正答率）を高めたり、最も可能性の高い項

目を自動選択したりするような開発を行うことで、更なる業務効率化が図れると考えられる。 

 

② 外構調査 

外構についても、レーザースキャナによる測定で敷地空間の点群データをmm 単位で取得

して寸法を測定できる。また、従来手法では直接測定できない屋根や外壁の高所部分につい

ても、高所撮影用の三脚を組み合わせればデータ化と面積測定が可能である。これに似た手

法が土地家屋調査士の業務においては既に導入されており32 、補償コンサルタントの業務に

おいても機器やソフトをレンタル又は購入することで実用化できる可能性は高い（中小企業

向けの IT 導入補助金制度が活用できるケースもある。）。この点、現行の業務においては高

所部分等の人によるコンベックス等での測定が困難な場合は、他の箇所の測定値や図示の寸

法を用いて間接的に算出した面積を数量としているため、3Ｄモデルからも数量（面積）を算

 
32  Leica の Web サイトで、他分野（土地家屋調査士の業務）での活用事例が載っており、

本検証への応募時に参考にした。https:// leica - geosystems.com/ja - jp/case -

studies/reality - capture/jp - lhi - nakata - blk360  

https://leica-geosystems.com/ja-jp/case-studies/reality-capture/jp-lhi-nakata-blk360
https://leica-geosystems.com/ja-jp/case-studies/reality-capture/jp-lhi-nakata-blk360
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出できることを踏まえ、３Ｄモデルを図面と同様に活用できるように規制や運用を見直すと

いう方向性もありうる。加えて、本検証において、レーザースキャナ以外でも、スマートフォン

用の L i DAR アプリを使って地表面付近の点群を取得して工作物の配置やサイズ調整が手軽

にデータ化できることや、屋内同様に360 度パノラマ写真の撮影と簡易BIM モデルへの

連携で従来手法よりも現況チェックを効率化できることを確かめられたのは、デジタル技術

の活用により工数を削減できる可能性を示すものであり、規制の見直しに当たって有益な結

果といえる。 

 

③ 立竹木調査  

本検証対象の物件のように、立竹木が密集している状態（特に地表付近まで枝葉が生い茂

っている状態）ではL i DAR 、レーザースキャナともに光が内部に届かず、補償金額算定に必

要な庭木の本数・根元の位置・幹周等を点群から判断できなかったが、本検証対象の物件よ

り立竹木が散在しているような場合であれば、点群取得後にGLOOBE  A rchitect の点群

アシスト機能等で根拠数量を測定できた可能性があるため、今後検証の余地はあるだろう。 

また、そもそも調査算定要領等は胸高直径での測定など、人によるアナログ測定を前提と

した規定になっている。樹高や葉張りは従来手法でも正確な測定は難しく、現状でもある程

度の測定誤差を許容せざるを得ない状況にあることを踏まえ、現実的にデジタル技術でも調

査可能な測定方法を検討し、規制を見直すべきである。 

樹種の判定に関しては、本検証で活用した樹種判定AI の精度（正答率）自体は66 .7％に

留まったが、教師データの質・量が充実すれば向上できる可能性が高い。全国の補償コンサ

ルタントが利用できる共通写真データベース（補償コンサルタント業務でよく取り扱う立竹木

の「花」、「葉」、「果実」、「樹皮」、「形態」等の写真を、実務を通じて蓄積するもの）を構築し、

本検証と同様の分類モデルを作成33 することができれば、実務に導入しても許容できるレベ

ルの正答率に到達する可能性は高い。樹種を正確に判定するための知見を得るには多くの

知識と経験が求められることから、デジタル技術が若手人材の調査業務をサポートする役割

等を担うことへの期待は大きい。また、仮に判定を誤った場合も補償額の差異が小さいもの

（例として「つばき」「さざんか」）については、単価等を統一することが考えられる。他方、補

償額の差異が小さくないもの（例として「どうだんつつじ」「うめ」）を統一することは妥当で

ないため、今後も専門知識を有する者の確認は必須となる。今後、画像解析の精緻化や教師

データの蓄積による樹種判定 AI の精度向上とともに、立竹木の補償のあり方を含めた関連

する規制の見直しが求められる。なお、標準書の単価は PDF 形式での提供で、毎年度単価

が更新されるたびに手作業で入力しなおす必要がある。特に、立竹木の単価は標準書におい

てコードが付番されておらず、目視で相違点を確認する必要があるのは不便であると、ラン

ド・コンサルタントから意見があった。デジタル技術を活用するという観点でも単価データを

補償算定システムに自動でインプットできるよう、標準書とシステムとのデータ連携の検討も

 
33  本検証で樹種判定 AI を作成したスターツアセットマネジメントの社員は、過去にAI 作成

を行った経験がなく、技術的なハードルは決して高くはない。 
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待たれるところである。少なくとも、PDF 形式での提供ではなく、csv 形式などの活用が容

易な形での提供も検討すべきではないかと考える。 

このほか、立竹木配置図を、必ずしも2 D 図面に限らず、簡易BIM モデルのような3 D デ

ータで納品できるように基準改正の検討が進めば、長期的視点から業務の効率化に役立つ

と考えられる。 

 

④ 図面等作成、補償金額算定 

表 32 に示したように建物・工作物・立竹木の図面の大部分をデジタル技術による測定結

果に基づいて再現できることは確認できた。また、補償金額算定についても、表3 3 で木造

建物建築直接工事費の従来手法との差は 1％未満であった。 

しかし、補償金額算定に必要な数量を導き出す、調査結果に遺漏がないかを確認するとい

った図面の作成目的を鑑みれば、3 D モデルは 2 D 図面以上の効能があるため、3D モデル

が作成されるのであれば、そもそも2D 図面の作成は不要と考えられる。標準書 木造建物調

査積算要領 別添 1 により各種図面の作成が義務付けられているが、簡易BIM モデル等の

デジタル技術でも納品可能な方向に基準改正を検討することも必要であろう。これは国土交

通省が別途進めている建築確認申請における BIM データ審査34 の導入準備と類似の状況

であり、短期的な解決は難しいが、長期的視点で3 D データでの納品も可能にする基準改正

を検討する価値はあると考える。 

なお、木造建物解体直接工事費と廃材の運搬・処分費については今回検証しておらず、単

価選定・代価表の作成等の効率化は別途検討する必要がある。補償金額の算定については、

参考資料 1 にもあるように、補償コンサルタントの大半が市販又は内製の補償システムを持

っていることから、当面はRe :BIM のようなデジタル技術の役割を測定・図面作成の範囲に

留めて、BIM からの数量取込み機能を持つような既存の補償システムとの役割分担を視野

に入れるのが現実的である。 

 

⑤ その他 

今後の展望として、物件調査業務以外への技術の活用も考えられる。例えば、レーザース

キャナにより建物情報を取得することで、デジタル空間で立体モデルとして再現することが

できる。3 D モデルは 2 D 図面に比べ容易にイメージを把握できるため、地権者に対して補

償内容を説明する際に 3 D モデルを活用することで、地権者の理解度が向上し、納得が得ら

れやすくなることが期待できる。このような活用は公共事業の事業説明会などでもありうる

だろう。 

また、用地取得で失う思い出の詰まった自宅を、図面といった平面ではなく3 D のデジタ

ルデータとして残せるようになることで、3 D プリンターで家の模型を作成して権利者の手元

に残すといった、データ化による用地取得業務での新たな価値創出も考えられる。 

ランド・コンサルタントからも、室内に遮蔽物があっても間取りが測定できるのは地権者や

補償コンサルタントにとって負担軽減効果が大きい、間取りをデータで管理できれば野帳の

 
34  https://www.mlit.go.jp/ jutakukentiku/bui ld/content/001594113.pdf  

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/build/content/001594113.pdf
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記載ミスのようなヒューマンエラーが削減できる、今後少子高齢化によりさらに現役世代の

割合が減って働き方改革で 1 人当たり労働時間も減る中、テクノロジーによるDX の進捗を

アピールできれば、業界のイメージ向上と人員確保につながる、等の意見があった。 

以上のように、本検証において対象とした物件調査業務におけるデジタル技術の活用可能

性だけでなく、今後の更なる活用に向けた可能性や留意点・課題も確認することができた。 
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1  ᶍ ᷈ḻ᷊ḳḇḻḐᶗᶍᶷḻ᷆ᴻḐ  

従来手法で業務を行う補償コンサルタント各社の現状や課題を把握するため、埼玉県を通

して、埼玉地区用地対策連絡協議会の会員に対してM icrosoft  Forms を使った匿名形式

のアンケート調査を行い、13 社からご回答をいただいたので、その結果を以下にまとめた。 

 

#                    アンケートの質問と回答             （n = 13 ） 

1  Q  貴社の従業員数を教えてください 

A  平均     19.3  

最大     30  

最小       5  

中央値   22  

考

察 

20 人前後の中小企業が中心であった。 

一桁も 3 社あり、労働生産性向上への課題意識があっても 

実際に投資できる原資は限られていると想定される。 

2  Q  貴社の補償業務従事者数を教えてください 

A  平均    8.2  

最大      19  

最小  3  

中央値  8  

考

察 

平均が Q1 より 11 人少なかった。 

必ずしも補償コンサルタント専業ではなく、建設コンサルタント、測量業者、 

一級建築士事務所等を兼ねている企業が多いと思われる。 

3  Q  貴社の補償業務従事者の年代別人数は次のどれに該当しますか（任意回答） 

A  

 

考

察 

推定人数が最も多いのは 50 代、続いて40 代、60 代であり 

若手の割合が少なく、将来的に人手不足が見込まれる。 

4  Q  主な業務エリアは次のどれに該当しますか。 

A  埼玉県のみ 7 社 

関東地方   6 社 



70  

 

 

考

察 

母集団の性質として、営業範囲は県内・関東がほぼ半々であった。 

5  Q  各業務の担当者数を教えてください。 

（敷地面積200 ㎡程度、延床70 ～130 ㎡の木造 2 階建ての戸建て想定） 

A  

 
考

察 

屋外は 2 人以上で協力して、測定や野帳を作成するケースが多いと思われる。 

屋内は 1 人で調査するという回答も半分くらいあった。 

6  Q  各業務の所要時間を教えてください。 

（敷地面積200 ㎡程度、延床70 ～130 ㎡の木造 2 階建ての戸建て想定） 

A  

 
考

察 

屋内・屋外ともに作業時間は3 時間弱で見込むケースが多い。 

朝 9 時に開始すると、昼食1 時間を挟んで 16 時に終わるイメージとなる。 

7  Q  各業務の所要時間を教えてください。1 人工＝8h とします 

（敷地面積200 ㎡程度、延床70 ～130 ㎡の木造 2 階建ての戸建て想定） 

A  

 

考

察 

平均では、図面作成に8 人工、補償額算定に5 人工を要するイメージとなる。 

8  Q  現在の” でR利用しているツールを教えてください。（複数回答可） 

A  コンベックス（巻尺・下げ振り等も含む）  12  

レーザー距離計      11  

LiDAR スキャナ（iPhone  Pro ・iPad  Pro )   2  

地上波レーザースキャナ     0  

ハンドヘルド型LiDAR スキャナ    0  

ドローン型LiDAR スキャナ    0  
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その他ハードウェア（機材、デジタルデバイス）   1  

考

察 

コンベックス、レーザー距離計が大半だったが、 

LiDAR スキャナを実務で採用している企業も2 社あった。 

9  Q  その他ハードウェア（機材、デジタルデバイス）を回答した方にお聞きします。 

具体的な名称を教えてください。（複数記入可） 

A  トータルステーション 

 

※Q8 でその他ハードウェアを選択した1 社からの回答。 

補

足 

トータルステーション ： 土地の現況測量図作成などに使う機器で 

測量基準点に設置して目標地点を観測すると 

角度・距離を測定して座標を求めることができる。 

10  Q  現在の” でR利用している主なツールを教えてください。（複数回答可） 

A  AutoCAD    1  

Jw _cad    11  

その他 2DCAD    2  

Revit     0  

Archicad    0  

GLOOBE     1  

ARCHITREND   0  

その他 BIM ソフト  0  

補償システム（内製）  3  

補償システム（市販）  7  

その他    0  

考

察 

Jw _cad の使用率が最も高く、BIM を使用しているのは1 社のみだった。 

補償システムは市販・内製を含めて10 社で採用している。 

11  Q  現在の” でR利用中の主なツールを教えてください。（複数回答可） 

A  Excel 等表計算ソフト  11  

補償システム（内製）  2  

補償システム（市販） 10  

その他    0  

考

察 

Microsoft  Excel と補償システムを併用しているケースが多い。 

作図：JW_Cad、算定：表計算ソフトのみという企業は１社のみで、他事業者はす

べて何らかの補償システム（市販・内製）を使用していた。 

12  Q  における課題を教えてください。（複数回答可） 

A  現調技術（実測/ 記録）の習得、精度向上に時間がかかる   9  

補償対象（建物・工作物）判別の習得・精度向上に時間がかかる  9  

補償対象（樹木）判別の習得・精度向上に時間がかかる  10  

天候の影響を受ける（雨風で中止や精度低下など）    6  

短時間で完了させるために人数が必要    10  

家財の配置や混雑の影響を受ける（精度や作業時間）   3  

権利者からの質問や苦情対応に時間を取られる    3  

調査の手法が作業従事者によって異なり共通化されていない  4  

現地調査のスキルや知見が継承されない     6  
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(マニュアル/ルール化等の不足)  

技術者の高齢化        10  

担い手の不足（社内・社外共に）     10  

コストの増加（人件費/ 機材等）      4  

作業効率性の低さ       8  

新しい情報収集や技術導入ができていない    8  

その他         0  

考

察 

多種多様な課題が上がっている。補償コンサルタントは仕事量が多い上に 

複数の専門分野にまたがる知識・技術の取得が不可欠で、育成コストが高い。 

13  Q  において時間がかかる/ 合理化したい作業項目を教えてください。 

（複数回答可） 

A  建物の調査（建物内設備含む）  12  

設備（外回りの配管、ルート等）の調査  9  

工作物の調査      7  

動産の調査      4  

立竹木の調査      11  

写真台帳用の撮影・記録     1  

その他      0  

考

察 

建物、立竹木、設備、工作物の調査について、合理化を検討中の企業が多い。 

写真台帳は回答が少ないが、効率化の手法は提示してみたい。 

14  Q  における課題を教えてください。（複数回答可） 

A  作図技術の習得、精度向上に時間がかかる   10  

作業の手法や使用するソフトウェアが作業従事者によって   3  

異なり共通化されていない 

作図のスキルや知見が継承されない     6  

(マニュアル/ルール化等の不足)  

図面や情報の抜け漏れチェックに時間がかかる   10  

写真台帳作業（写真の整理、位置のプロットなど）に時間がかかる  2  

技術者の高齢化        10  

担い手の不足（内外）       8  

コストの増加（ソフトウェア）      3  

コストの増加（人件費等）       4  

作業効率性の低さ       7  

新しい情報収集や技術導入ができていない    7  

その他         0  

考

察 

こちらも多くの課題が存在し、技術者の高齢化と担い手（若手）不足、 

育成コストの高さ、図面やデータの整合性の問題等が挙げられている。 

15  Q  において最も時間がかかる項目を教えてください。 

A  配置図・工作物配置図・立竹木配置図     1  

各階平面図、建具位置図      2  

屋根伏図、立面図、建物付随工作物位置図    5  

設備_関連図（電気設備図、ガス設備図、給水・給湯設備図、  4  

排水設備図、衛生・厨房・その他設備図） 

写真台帳の作成        0  

その他         1  
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※その他 ： 詳細な調査図面(造作及び附随工作物等)、工作物の調査図面 

考

察 

屋根伏図・立面図、設備関連図がやや多かった。 

16  Q  における課題を教えてください。（複数回答可） 

A  図面からの情報転記の手間が大きい     7  

情報転記の際に入力ミスが起こり得る     11  

調査表・集計表などのとりまとめに時間がかかる    4  

入力内容/集計結果のチェックに時間がかかる   10  

補償額算定の項目・単価マスタの整備・更新にコストがかかる   1  

起業者ごとに独自の基準や単価があり個別対応に手間がかかる  9  

工作物等の代価表作成に時間がかかる     7  

補償額算定のスキルや知見が継承されない    6  

(マニュアル/ルール化等の不足)  

技術者の高齢化         7  

担い手不足（内外）       7  

コストの増加（ソフト・システム）      2  

コストの増加（人件費等）       3  

新しい情報収集や技術導入ができていない    5  

その他          1  

 

※その他 ： 標準書に記載のない物、規格ものではない物の対応 

考

察 

これも課題が多く存在する。測定結果の集計、補償システムへの転記等でヒュー

マンエラーが起こりやすいことや、発注元ごとに独自基準・標準単価があるため

内容理解やデータベース整備等の作業コストがかかることが、補償額算定の特

徴である。 

17  Q  において時間がかかる/ 合理化したい作業項目を教えてください。

（複数回答可） 

A  図面情報の算定システムへの転記    9  

入力内容/集計結果のチェック    11  

調査表・集計表などのとりまとめ    5  

補償額算定の項目・単価マスタの整備・更新  6  

その他       0  

考

察 

Jw _cad で図面を作成しても、補償額算定の根拠数量は手作業で求積する必要

があるので、補償算定システムへの転記も含めて手間がかかると感じている企

業は多い。単価マスタの整備・更新についても作業コストが重いようである。 

18  Q  補償業務の効率化や合理化のための新技術として LiDAR （レーザー測定技術）

技術がありますが、認識・導入状況について教えてください。 

A  聞いたことが無い     3  

知っている（未試用）     6  

知っている（試用中又は過去試用したことがある）  3  

知っている（導入済み運用中）    1  

その他       0  

考

察 

LiDAR による測定技術は、知ってはいるものの未検証という企業が多い。 
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19  Q  知っている（試用中又は、過去試用したことがある）方にお聞きします。 

どのような機器を試用されましたか？（複数回答可） 

A  地上型 LiDAR 測定器（FARO 、Leica 、MatterPort 等） 0  

モバイル型LiDAR 測定器（iPhone  Pro 、iPad  Pro 等)   4  

LiDAR 測定器搭載ドローン     0  

ハンドヘルド型LiDAR        1  

その他        0  

考

察 

4 社ともモバイル型LiDAR 機器を試していた。（他にはハンドヘルド型が1 社） 

20  Q  導入に至らなかった理由を教えてください。（複数回答可） 

A  現在検討中      3  

精度・品質が要求水準に達していなかった  3  

時間や手間削減が要求水準に達していなかった 4  

価格が高い      4  

技術的難易度が高い     0  

人材不足     3  

その他      1  

 

※その他 ： 他社の結果待ち 

考

察 

新技術の導入に意欲を持つ企業でも、価格や性能に疑問を感じたり、自社でテク

ノロジー導入の検討ができる人材を確保できずに、進まないケースが多い。 

21  Q  知っている（導入済み運用中）の方にお聞きします。 

どのような機器を採用されましたか？（複数回答可） 

A  地上型 LiDAR 測定器（FARO 、Leica 、MatterPort 等） 0  

モバイル型LiDAR 測定器（iPhone  Pro 、iPad  Pro 等)    1  

LiDAR 測定器搭載ドローン     0  

ハンドヘルド型LiDAR       0  

その他        0  

考

察 

モバイル型LiDAR を、実務で導入済みの企業が1 社あった。 

22  Q  本検証では”検証対象手法”としてiPad  Pro の LiDAR スキャナを活用して簡

易 BIM ( Building  Information  Modeling の略称：建物の三次元モデル 

と情報を構築する技術)化し、一連の補償業務（現調、作図、補償額算定）を合理

化する検証を実施しています。検証対象手法による成果のうち、魅力を感じるの

は次のうちどれですか（複数回答可） 

A  現調作業の効率化       10  

調査精度の向上         4  

作図作業の効率化        8  

補償額算定の効率化        5  

若手技術者への技能継承       6  

一連の業務効率化による人手不足への対応    6  

コスト削減        5  

敷地・建物データの蓄積/他業務への連携・展開による価値創出  4  

その他         0  
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考

察 

現調作業や作図作業の効率化に期待する回答が多い。 

若手への技術継承・人手不足対策と位置付ける回答も目立つ。 

23  Q  i P hone  Pro / iPad  Pro の LiDAR スキャナ・BIM について 

聞いたことがありますか。 

A  両方知っている        1  

iPhone  Pro / iPad  Pro の LiDAR スキャナは知っている 7  

/ BIM は知らない 

iPhone  Pro / iPad  Pro の LiDAR スキャナは知らない  0  

 / BIM は知っている 

両方知らない       5  

その他        0  

考

察 

モバイル型のLiDAR は、半数以上の企業が情報収集をしていた。 

BIM を知っていたのは 1 社のみで、補償コンサルタントの業務における 

BIM の活用可能性は、これまで議論されてこなかったと考えられる。 

24  Q  検証対象手法の導入検討で重要視するポイントを教えて下さい（複数回答可） 

A  導入コスト     10  

使いやすさ、操作性    10  

既存フロー・システムとの連携性    2  

マニュアル・サポート体制の充実度   4  

現調～図面化の精度向上     11  

数量拾い・見積の精度向上    9  

その他       0  

考

察 

中小企業として投資予算に制約があるため、導入コストを重視する声は多い。 

また、現場で受け入れられるためには、実務での使いやすさとともに、現調・図

面作成・補償金額算定における、ヒューマンエラーの削減や、発注元の定める仕

様を十分満足できるような、精度の確保・向上も必要となることが分かる。 
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2  Re :BIM ᶍ וֹ ḱ֩ḻḑᴴ᷈ḻ᷊ḳḇḻḐᵻɭ  ֪

2025 年 1 月 29 日に検証実施場所を再訪し、ランド・コンサルタントがRe :BIM を実際

に使ってみる体験会を実施した。その結果、まだ改善すべき問題点は多いものの、現場調査・

図面作成については、従来手法を効率化できる可能性があることが確認できた。 
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3  ᶍ יּ֩ ᶍ  ֪

 

以上 


